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１．調査概要

取引条件改善状況調査
自主行動計画フォローアップ調査



調査期間 2023年10月～12月

分析対象調査 令和5年度「取引条件改善状況調査」

令和5年度「自主行動計画フォローアップ調査」

調査内容 「未来志向型の取引慣行に向けて」重点課題等
• 知的財産・ノウハウの保護

• 働き方改革に伴うしわ寄せ防止

• 型取引の適正化

• 支払条件の改善

• 価格決定方法の適正化

集計にあたって ・報告書本文及び図表の構成比は、各回答を選択した企業数が有効回答数に占める割合を示す。

  ・各スライドにおける割合は四捨五入をしており、合計が100％とならないことがある。

• 令和5年度「取引条件改善状況調査」及び令和5年度「自主行動計画フォローアップ調査」について、共通する設
問の回答を横断的に分析。

• 主な分析目的としては、自主行動計画策定団体に加入しているか否かで、取引条件の改善状況に差異がみられ
るか否かの把握である。取引条件改善状況は基本的に団体非加入企業を対象に調査しており、自主行動計画
フォローアップ調査は団体加入企業を対象に調査している。

１－１．調査概要（取引条件改善状況調査）
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調査対象 90,000社(受注側80,000社、発注側10,000社)

調査期間 2023年10月～11月

調査方法 郵送調査(WEB回答可)

回答企業数 26,458社(受注側22,452社、発注側4,006社)

回答率 29.40％(受注側28.07％、発注側40.06％)

調査内容 (１) 「未来志向型の取引慣行に向けて」重点課題
・重点課題の改善状況
・価格決定方法の適正化、支払条件の改善 等

(２)その他中小企業が直面している事項
・取引環境の変化への対応、取引状況、発注方法 等

集計にあたって ・報告書本文及び図表の構成比は、各回答を選択した企業数が有効回答数に占める割合を示す。

・各スライドにおける割合は四捨五入をしており、合計が100％とならないことがある。

                           

• 中小企業・小規模事業者における事業者間取引の実態や取引条件改善状況の把握を目的に平成29年度から
実施。

• 自主行動計画策定業種以外の業種も含む９万社に対して幅広く実施し、回答があった企業は26,458社(回答
率29.4％)。

１－２．調査概要（取引条件改善状況調査）
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調査対象 「自主行動計画」策定団体加入企業9,538社

調査期間 2023年10月～12月

調査方法 郵送調査

回答企業数 2,676社

回答率 28.6％

調査内容 「未来志向型の取引慣行に向けて」重点課題等
• 価格決定方法の適正化
• コスト負担の適正化
• 支払条件の改善
• 知的財産・ノウハウの保護

• 働き方改革に伴うしわ寄せ防止

集計にあたって 報告書本文及び図表の構成比は、各回答を選択した企業数が有効回答数に占める割合を示す。

各スライドにおける割合は四捨五入をしており、合計が100％とならないことがある。

• サプライチェーン全体での「取引適正化」に向けた望ましい取引慣行を浸透させること等を目的に、各産業界自らが
取り組む行動をまとめた「自主行動計画」は、現在27業種64団体にて策定済（令和6年1月29日時点）。

• 取組の実施状況について、策定団体自ら、毎年フォローアップ調査を実施しており、必要に応じて自主行動計画の
改定を行いつつ、更なる取組を進めることとなっている（PDCAの実施）。

• 策定団体のうち、経済産業省所管の15業種49団体が10月～12月にフォローアップ調査を実施。

• 各策定団体の調査結果について集計したところ、各策定団体所属会員企業のうち9,358社への発送に対して、
回答社数2,676社。 回答率29％。
（昨年度実績：調査対象社数7,940社、回答社数2,537社、回答率32％）

１－３．調査概要（自主行動計画フォローアップ調査）
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１－４．調査概要（回答企業の概要）

◆業種別回収件数

業種 件数 割合 業種 件数 割合 業種 件数 割合

回答数 29,095 100% 機械製造業 776 3% 卸売業 1,805 6%

建設業（ハウスメーカー） 156 1% 医療機器，福祉用具製造業 130 0% 小売業 657 2%

建設業（ハウスメーカー以外） 2,566 9% 電機・情報通信機器製造業 670 2% 金融業、保険業 383 1%

食品製造業 729 3% 輸送用機械器具製造業のうち、自動車・自動車部品製造業 1,021 4% 不動産業，物品賃貸業 1,107 4%

繊維工業 1,009 4% 輸送用機械器具製造業のうち、造船業 148 1% 学術研究，専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 617 2%

建材・住宅設備業 284 1% 輸送用機械器具製造業のうち、航空宇宙工業 62 0% 広告業 647 2%

パルプ・紙・紙加工品製造業 676 2% その他の輸送用機械器具製造業 208 1% 宿泊業 237 1%

印刷業 921 3% その他の製造業 2,641 9% 飲食サービス業 262 1%

化学産業（製薬産業） 84 0% 電気・ガス・熱供給・水道業 444 2% 生活関連サービス業 317 1%

化学産業（製薬産業以外） 412 1% 通信業 121 0% 教育，学習支援業 104 0%

石油製品・石炭製品製造業 162 1% 放送コンテンツ業 158 1% 自動車整備業・機械修理業 543 2%

鉄鋼業 384 1% 情報サービス・ソフトウェア業 1,428 5% 警備業 359 1%

非鉄金属製造業 505 2% トラック運送業 1,172 4% その他のサービス業 1,790 6%

金属製品製造業 1,757 6% 運輸業，郵便業（ﾄﾗｯｸ運送業以外） 402 1% その他（上記以外） 1,241 4%
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１－５．調査概要（回答企業の概要）
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◆取引上の地位 ◆資本金

N
完成品

メーカー
１次下請 ２次下請 ３次下請

４次以下の

下請

あてはま

るものは

ない

N

1,000万

円

以下

1,000万

円超

5,000万

円以下

5,000万

円超

3億円以下

3億円超

10億円以

下

10億円超

100億円

以下

100億円

超

27,749 23% 31% 19% 4% 1% 23% 28,915 61% 29% 7% 1% 1% 1%

◆従業員数 ◆下請取引適正化に関する法令や取組の認知

N 5人以下
5人超

20人以下

20人超

50人以下

50人超

100人以

下

100人超

300人以

下

300人超 N

下請代金

支払遅延

等

防止法

（下請法）

下請け中

小企業振

興法（振興

基準）

業界ごと

に定める

下請ガイド

ライン

業界団体

が定める

自主行動

計画

価格交渉

促進月間

（3月・9

月）

パートナー

シップ構築

宣言

29,083 32% 32% 18% 8% 6% 5% 19,801 86% 24% 24% 13% 15% 23%
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取引条件改善状況調査
自主行動計画フォローアップ調査

２．重点5課題 改善状況



２－１．取引条件改善状況調査結果概要（重点５課題 改善状況経年比較）
＜重点５課題 改善状況＞

9

令和3年度 令和4年度 令和5年度

割合 割合 割合

発注側 - - -

受注側 63% 81% 83%

発注側 45% 42% 64%

受注側 13% 19% 37%

発注側 43% 35% 55%

受注側 12% 14% 30%

発注側 53% 46% 67%

受注側 18% 22% 41%

発注側 43% 36% 60%

受注側 10% 13% 32%

発注側 - - -

受注側 94% 90% 94%

発注側 65% 69% 69%

受注側 42% 69% 70%

発注側 20% 19% 23%

受注側 15% 18% 18%

発注側 18% 21% 15%

受注側 - - -

発注側 23% 30%

受注側 - -

発注側 - 65%

受注側 53% 41%

発注側 89% 93% 81%

受注側 85% 83% 83%

発注側 - - 63%

受注側 23% 32% 38%

発注側 - 45%

受注側 46% 42%

発注側 - 44%

受注側 47% 44%

発注側 - 30%

受注側 31% 30%

発注側 - 34%

受注側 31% 31%
-

重点5課題

働き方改革に伴う短納期発注や急な仕様変更に伴うコストの発注側企業の負担状況
※発注側：「全ての仕入先について適正コストを負担した」「多くの仕入先について適正コストを負担した」、受注側：「全て販売先が負担してくれ
た」「多くを販売先が負担してくれた」と答えた企業の割合

型管理の適正化＜型の保管費用の発注側負担＞
※発注側：「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側：「全て実施された」「概ね実施された」と答えた企業の割合

支払い条件の改善

知的財産・ノウハウの保護

下請代金を全て現金で支払っている／受け取っている
※「全て現金払い」と答えた企業の割合

下請代金支払いの手形サイトが60日以内
※「30日以内」「60日以内」と答えた企業の割合の合計

コスト全般
※令和5年度は「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合
※令和3、4年度は 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合

約束手形の利用を2026年までに廃止する予定

直近1年間における不合理な原価低減要請
※令和4、5年度は「受けたことはない」と答えた企業の割合
※令和3年度は 「要請されたことはあるが、現在は改善された」「要請されたことはない」と答えた企業の割合

価格決定方法の適正化

働き方改革に伴うしわ寄せ防止

直近１年間の販売先が実施した働き方改革に関する対応の結果、受けた影響
※「特に影響はない」と答えた企業の割合

価格決定のための協議の実施状況
※令和5年度は「販売先から申し出があり協議を行った」 「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」と答えた企業の割合
※令和4年度は 「応じてくれた」と答えた企業の割合、令和3年度は「販売先に協議を申し入れ、協議を行うことができた」と答えた企業の割合

手形サイトの60日以内への変更予定
※令和4、5年度は「2024年までに60日以内に変更予定」と答えた企業の割合
※令和3年度は 「2021年度内までに短縮する予定」～「2024年度までに短縮する予定」と答えた企業の割合

-

-

-

受注／発注設問

労務費
※令和5年度は「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合
※令和3、4年度は 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合

原材料価格
※令和5年度は「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合
※令和3、4年度は 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合

エネルギー価格
※令和5年度は「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合
※令和3、4年度は 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合

型管理の適正化＜書面等による取引条件の明確化＞
※発注側：「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側：「全て実施された」「概ね実施された」と答えた企業の割合

-

型管理の適正化＜型代金又は型製作費の早期の支払い＞
※発注側：「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側：「全て実施された」「概ね実施された」と答えた企業の割合

-

知的財産に関する適正取引実現のための取組実施状況
※発注側：「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側：「実施中」と答えた企業の割合

型取引の適正化

型管理の適正化＜不要な型の廃棄費用の発注側負担＞
※発注側：「全ての企業に実施した」「多くの企業に実施した」、受注側：「全て実施された」「概ね実施された」と答えた企業の割合

※サンプル数（N）については次ページ以降に掲載



価格決定方法の適正化
●価格決定のための協議
「協議を行った」は、8割強となり+2ptと横ばいとなった。

●変動コストの価格反映状況
発注側はコスト全般が+22ptとなり、全ての構成要素も+20pt
以上と大幅に改善した。
受注側はコスト全般が+18ptとなり、全ての構成要素も+16pt
以上と大幅に改善した。

●直近1年間における不合理な原価低減要請
「受けたことはない」は、9割半ばとなり+4ptとわずかに改善した。

２－２．取引条件改善状況調査結果概要（重点５課題 改善状況まとめ）

支払い条件の改善 ●下請代金の支払い条件

●手形支払いサイトの変更予定
●約束手形の廃止予定

●下請代金の支払い条件
「全て現金払い」については、発注側は7割弱となり前年度同様、
受注側は7割となり+1ptと横ばいとなった。

●手形支払いのサイト
『60日以内（「30日以内」と「60日以内」の合計）』は、発注
側は2割半ばとなり+6ptと改善、受注側は2割弱となり前年度
同様となった。

●手形支払いサイトの変更予定
「2024年までに60日以内に変更予定」は、1割半ばとなり-6pt
と悪化した。

●約束手形の廃止予定
「2026年までに利用を廃止する予定」は3割となり+7pt、一方
「約束手形の利用の廃止予定はない」は1割強となり-10ptと改
善の傾向がみられる。
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●価格決定のための協議（「協議を行った」割合） ●変動コストの価格反映状況
（「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」割合）

●直近1年間における不合理な原価低減要請
（「受けたことはない」割合）

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=15,767 N=19,551 N=15,702

63% 81% 83%
受注側

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=22,950 N=20,132 N=21,200

94% 90% 94%
受注側

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=1,371 N=3,411 N=5,604 N=1,200 N=3,399 N=5,389

45% 42% 64% 43% 35% 55%

N=18,372 N=19,779 N=20,006 N=16,973 N=19,717 N=18,775

13% 19% 37% 12% 14% 30%
受注側

発注側

コスト全般 労務費

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=1,496 N=3,389 N=5,477 N=1,210 N=3,389 N=5,416

53% 46% 67% 43% 36% 60%

N=18,278 N=19,583 N=18,981 N=16,240 N=19,590 N=18,531

18% 22% 41% 10% 13% 32%
受注側

発注側

エネルギー価格原材料価格

令和4年度 令和5年度

N=934 N=1,332

2026年までに利用を廃止する予定 23% 30%

時期は未定だが、利用を廃止する予定 32% 29%

利用の廃止に向けて検討中 23% 29%

約束手形の利用の廃止予定はない 22% 12%

発注側令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=610 N=875 N=1,196

2024年までに60日以内に変更予定 18% 21% 15%

時期は未定だが、60日以内に変更予定 58% 36% 44%

60日以内に変更する予定はない 25% 43% 41%

発注側

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=772 N=1,048 N=1,621

30日(1ヶ月)以内 2% 3% 4%

60日(2ヶ月)以内 18% 15% 20%

90日(3ヶ月)以内 23% 31% 30%

120日(4ヶ月)以内 52% 42% 38%

120日(4ヶ月)超 5% 9% 8%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=11,723 N=6,115 N=5,118

30日(1ヶ月)以内 2% 4% 4%

60日(2ヶ月)以内 14% 14% 14%

90日(3ヶ月)以内 29% 36% 35%

120日(4ヶ月)以内 49% 36% 37%

120日(4ヶ月)超 7% 10% 10%

発注側

受注側

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=2,335 N=3,445 N=5,667

全て現金払い 65% 69% 69%

10％未満 6% 5% 6%

10～30％未満 8% 6% 6%

30～50％未満 8% 6% 5%

50％以上 12% 9% 8%

全て手形等の支払い 1% 5% 6%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=22,244 N=19,946 N=21,041

全て現金払い 42% 69% 70%

10％未満 17% 8% 8%

10～30％未満 19% 7% 6%

30～50％未満 10% 5% 5%

50％以上 10% 6% 6%

全て手形等の支払い 3% 6% 6%

発注側

受注側

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=2,335 N=3,445 N=5,667

全て現金払い 65% 69% 69%

10％未満 6% 5% 6%

10～30％未満 8% 6% 6%

30～50％未満 8% 6% 5%

50％以上 12% 9% 8%

全て手形等の支払い 1% 5% 6%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=22,244 N=19,946 N=21,041

全て現金払い 42% 69% 70%

10％未満 17% 8% 8%

10～30％未満 19% 7% 6%

30～50％未満 10% 5% 5%

50％以上 10% 6% 6%

全て手形等の支払い 3% 6% 6%

発注側

受注側

●手形支払いのサイト

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=772 N=1,048 N=1,621

30日(1ヶ月)以内 2% 3% 4%

60日(2ヶ月)以内 18% 15% 20%

90日(3ヶ月)以内 23% 31% 30%

120日(4ヶ月)以内 52% 42% 38%

120日(4ヶ月)超 5% 9% 8%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=11,723 N=6,115 N=5,118

30日(1ヶ月)以内 2% 4% 4%

60日(2ヶ月)以内 14% 14% 14%

90日(3ヶ月)以内 29% 36% 35%

120日(4ヶ月)以内 49% 36% 37%

120日(4ヶ月)超 7% 10% 10%

発注側

受注側



知的財産・ノウハウの保護

２－２．取引条件改善状況調査結果概要（重点５課題 改善状況まとめ）

働き方改革のしわ寄せ防止 ●直近１年間の販売先が実施した働き方改革に関する対応の結果、受けた影響

●知的財産に関する適正取引実現のための取組状況

●働き方改革の影響による発注側のコスト負担の状況

●知的財産に関する適正取引実現のための取組状況
発注側では、『多くの企業に実施した（「全ての企業に
実施した」と「多くの企業に実施した」の合計）』は、6割
半ばとなった。
受注側では、「実施中」は、4割強となり-12ptと大幅に
悪化した。

●直近1年間の販売先が実施した働き方改革に関する
 対応の結果、受けた影響
「特に影響はない」は、発注側では8割強となり-12ptと大
幅に悪化、受注側では8割強となり前年度同様となった。

●働き方改革の影響による発注側のコスト負担の状況
『多くを販売先が負担してくれた（「全てを販売先が負担し
てくれた」と「多くを販売先が負担してくれた」の合計）』は、
4割弱となり+6ptと改善した。

※発注側は、令和5年度に「分からない」の選択肢を追加。
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令和4年度 令和5年度

N=8,211 N=10,995

実施中 53% 41%

実施予定 7% 6%

未実施 40% 53%

受注側
令和5年度

N=2,385

54%

11%

10%

8%

17%

発注側

全く実施しなかった（0%）

全ての企業に実施した（100%）

多くの企業に実施した（99～81%）

一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%）

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=2,801 N=5,602 N=13,425

全て販売先が負担してくれた（100%） 25%

多くを販売先が負担してくれた（99～81%） 13%

一部を販売先が負担してくれた（80～41%） 16% 14%

販売先はあまり負担しなかった（40～1%） 18% 12%

販売先は負担しなかった（0%） 77% 33% 36%

23%

32%

受注側

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=2,364 N=1,776 N=5,850

特に影響はない 89% 93% 81%

急な仕様変更への対応の増加 5% 3% 2%

短納期での発注の増加 4% 3% 2%

検収の遅れ 2% 1% 1%

支払決済処理のズレによる入金の遅れ 1% 0% 0%

従業員派遣を要請 1% 1% 1%

発注業務の拡大・営業時間の延長 3% 1% 1%

祝休日出勤の増加 - 2% 1%

その他 1% 1% 1%

分からない - - 14%

発注側
令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=22,058 N=19,943 N=22,353

特に影響はない 85% 83% 83%

急な仕様変更への対応の増加 7% 5% 6%

短納期での発注の増加 6% 7% 8%

検収の遅れ 2% 3% 2%

支払決済処理のズレによる入金の遅れ 1% 1% 1%

従業員派遣を要請 1% 1% 1%

発注業務の拡大・営業時間の延長 3% 2% 2%

祝休日出勤の増加 - 4% 4%

その他 3% 2% 2%

受注側



型管理の課題の改善状況

２－２．取引条件改善状況調査結果概要（重点５課題 改善状況まとめ）

●書面等による取引条件の明確化

●型の保管費用の発注側負担  

●書面等による取引条件の明確化
発注側における『多くの企業に実施した（「全ての企業に
実施した」と「多くの企業に実施した」の合計）』は、4割半
ばとなった。
受注側における『概ね実施された（「全て実施された」と
「概ね実施された」の合計）』は、4割強となり-4ptとわず
かに悪化した。

●型代金又は型製作費の早期の支払い
発注側における『多くの企業に実施した（「全ての企業に
実施した」と「多くの企業に実施した」の合計）』は、4割半
ばとなった。
受注側における『概ね実施された（「全て実施された」と
「概ね実施された」の合計）』は、4割半ばとなり-3ptとわ
ずかに悪化した。

●型の保管費用の発注側負担
発注側における『多くの企業に実施した（「全ての企業に
実施した」と「多くの企業に実施した」の合計）』は、3割強
となった。
受注側における『概ね実施された（「全て実施された」と
「概ね実施された」の合計）』は、3割強となり前年度同様
となった。

●不要な型の廃棄費用の発注側負担
発注側における『多くの企業に実施した（「全ての企業に
実施した」と「多くの企業に実施した」の合計）』は、3割強
となった。
受注側における『概ね実施された（「全て実施された」と
「概ね実施された」の合計）』は、3割強となり前年度同様
となった。
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令和5年度 令和5年度

N=3,099 N=3,070

23% 26%

8% 7%

8% 6%

8% 7%

54% 54%

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

N=3,042 N=8,588 N=2,880 N=8,511

全て実施された（100%） 18% 全て実施された（100%） 18%

概ね実施された（99～81%） 13% 概ね実施された（99～81%） 13%

一部実施された（80～41%） 19% 9% 一部実施された（80～41%） 20% 9%

あまり実施されなかった（40～1%） 22% 12% あまり実施されなかった（40～1%） 22% 11%

実施されなかった（0%） 29% 48% 実施されなかった（0%） 28% 49%

全ての企業に実施した（100%） 全ての企業に実施した（100%）

発注側 発注側

多くの企業に実施した（99～81%） 多くの企業に実施した（99～81%）

一部の企業に実施した（80～41%） 一部の企業に実施した（80～41%）

31%

あまり実施しなかった（40～1%） あまり実施しなかった（40～1%）

実施しなかった（0%） 実施しなかった（0%）

31%

受注側 受注側

令和5年度 令和5年度

N=3,582 N=3,199

33% 36%

12% 8%

10% 7%

8% 6%

37% 44%

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

N=5,612 N=10,210 N=3,557 N=9,012

全て実施された（100%） 23% 全て実施された（100%） 26%

概ね実施された（99～81%） 19% 概ね実施された（99～81%） 18%

一部実施された（80～41%） 25% 15% 一部実施された（80～41%） 23% 11%

あまり実施されなかった（40～1%） 18% 13% あまり実施されなかった（40～1%） 17% 11%

実施されなかった（0%） 12% 31% 実施されなかった（0%） 13% 35%

全ての企業に実施した（100%）

発注側 発注側

多くの企業に実施した（99～81%）

一部の企業に実施した（80～41%） 一部の企業に実施した（80～41%）

47%

あまり実施しなかった（40～1%） あまり実施しなかった（40～1%）

実施しなかった（0%） 実施しなかった（0%）

受注側 受注側

46%

多くの企業に実施した（99～81%）

全ての企業に実施した（100%）

令和5年度 令和5年度

N=3,582 N=3,199

33% 36%

12% 8%

10% 7%

8% 6%

37% 44%

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

N=5,612 N=10,210 N=3,557 N=9,012

全て実施された（100%） 23% 全て実施された（100%） 26%

概ね実施された（99～81%） 19% 概ね実施された（99～81%） 18%

一部実施された（80～41%） 25% 15% 一部実施された（80～41%） 23% 11%

あまり実施されなかった（40～1%） 18% 13% あまり実施されなかった（40～1%） 17% 11%

実施されなかった（0%） 12% 31% 実施されなかった（0%） 13% 35%

全ての企業に実施した（100%）

発注側 発注側

多くの企業に実施した（99～81%）

一部の企業に実施した（80～41%） 一部の企業に実施した（80～41%）

47%

あまり実施しなかった（40～1%） あまり実施しなかった（40～1%）

実施しなかった（0%） 実施しなかった（0%）

受注側 受注側

46%

多くの企業に実施した（99～81%）

全ての企業に実施した（100%）

令和5年度 令和5年度

N=3,582 N=3,199

33% 36%

12% 8%

10% 7%

8% 6%

37% 44%

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

N=5,612 N=10,210 N=3,557 N=9,012

全て実施された（100%） 23% 全て実施された（100%） 26%

概ね実施された（99～81%） 19% 概ね実施された（99～81%） 18%

一部実施された（80～41%） 25% 15% 一部実施された（80～41%） 23% 11%

あまり実施されなかった（40～1%） 18% 13% あまり実施されなかった（40～1%） 17% 11%

実施されなかった（0%） 12% 31% 実施されなかった（0%） 13% 35%

全ての企業に実施した（100%）

発注側 発注側

多くの企業に実施した（99～81%）

一部の企業に実施した（80～41%） 一部の企業に実施した（80～41%）

47%

あまり実施しなかった（40～1%） あまり実施しなかった（40～1%）

実施しなかった（0%） 実施しなかった（0%）

受注側 受注側

46%

多くの企業に実施した（99～81%）

全ての企業に実施した（100%）

●型代金又は型製作費の早期の支払い

令和5年度 令和5年度

N=3,582 N=3,199

33% 36%

12% 8%

10% 7%

8% 6%

37% 44%

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

N=5,612 N=10,210 N=3,557 N=9,012

全て実施された（100%） 23% 全て実施された（100%） 26%

概ね実施された（99～81%） 19% 概ね実施された（99～81%） 18%

一部実施された（80～41%） 25% 15% 一部実施された（80～41%） 23% 11%

あまり実施されなかった（40～1%） 18% 13% あまり実施されなかった（40～1%） 17% 11%

実施されなかった（0%） 12% 31% 実施されなかった（0%） 13% 35%

全ての企業に実施した（100%）

発注側 発注側

多くの企業に実施した（99～81%）

一部の企業に実施した（80～41%） 一部の企業に実施した（80～41%）

47%

あまり実施しなかった（40～1%） あまり実施しなかった（40～1%）

実施しなかった（0%） 実施しなかった（0%）

受注側 受注側

46%

多くの企業に実施した（99～81%）

全ての企業に実施した（100%）

●不要な型の廃棄費用の発注側負担

令和5年度 令和5年度

N=3,099 N=3,070

23% 26%

8% 7%

8% 6%

8% 7%

54% 54%

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

N=3,042 N=8,588 N=2,880 N=8,511

全て実施された（100%） 18% 全て実施された（100%） 18%

概ね実施された（99～81%） 13% 概ね実施された（99～81%） 13%

一部実施された（80～41%） 19% 9% 一部実施された（80～41%） 20% 9%

あまり実施されなかった（40～1%） 22% 12% あまり実施されなかった（40～1%） 22% 11%

実施されなかった（0%） 29% 48% 実施されなかった（0%） 28% 49%

全ての企業に実施した（100%） 全ての企業に実施した（100%）

発注側 発注側

多くの企業に実施した（99～81%） 多くの企業に実施した（99～81%）

一部の企業に実施した（80～41%） 一部の企業に実施した（80～41%）

31%

あまり実施しなかった（40～1%） あまり実施しなかった（40～1%）

実施しなかった（0%） 実施しなかった（0%）

31%

受注側 受注側

令和5年度 令和5年度

N=3,099 N=3,070

23% 26%

8% 7%

8% 6%

8% 7%

54% 54%

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

N=3,042 N=8,588 N=2,880 N=8,511

全て実施された（100%） 18% 全て実施された（100%） 18%

概ね実施された（99～81%） 13% 概ね実施された（99～81%） 13%

一部実施された（80～41%） 19% 9% 一部実施された（80～41%） 20% 9%

あまり実施されなかった（40～1%） 22% 12% あまり実施されなかった（40～1%） 22% 11%

実施されなかった（0%） 29% 48% 実施されなかった（0%） 28% 49%

全ての企業に実施した（100%） 全ての企業に実施した（100%）

発注側 発注側

多くの企業に実施した（99～81%） 多くの企業に実施した（99～81%）

一部の企業に実施した（80～41%） 一部の企業に実施した（80～41%）

31%

あまり実施しなかった（40～1%） あまり実施しなかった（40～1%）

実施しなかった（0%） 実施しなかった（0%）

31%

受注側 受注側
令和5年度 令和5年度

N=3,099 N=3,070

23% 26%

8% 7%

8% 6%

8% 7%

54% 54%

令和4年度 令和5年度 令和4年度 令和5年度

N=3,042 N=8,588 N=2,880 N=8,511

全て実施された（100%） 18% 全て実施された（100%） 18%

概ね実施された（99～81%） 13% 概ね実施された（99～81%） 13%

一部実施された（80～41%） 19% 9% 一部実施された（80～41%） 20% 9%

あまり実施されなかった（40～1%） 22% 12% あまり実施されなかった（40～1%） 22% 11%

実施されなかった（0%） 29% 48% 実施されなかった（0%） 28% 49%

全ての企業に実施した（100%） 全ての企業に実施した（100%）

発注側 発注側

多くの企業に実施した（99～81%） 多くの企業に実施した（99～81%）

一部の企業に実施した（80～41%） 一部の企業に実施した（80～41%）

31%

あまり実施しなかった（40～1%） あまり実施しなかった（40～1%）

実施しなかった（0%） 実施しなかった（0%）

31%

受注側 受注側
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３．重点5課題 経年比較

取引条件改善状況調査
自主行動計画フォローアップ調査



３－１．経年比較「価格決定方法の適正化（単価の決定・改定に関する協議状況）」

⚫ 価格決定のための協議の実施状況（受注側）について、前年度と比べて横ばいである。

◆価格決定のための協議の実施状況
（ 「販売先から申し出があり協議を行った」 「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」の割合を集計）

※令和4年度は 「応じてくれた」と答えた企業の割合、令和3年度は「販売先に協議を申し入れ、協議を行うことができた」と答えた企業の割合
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令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=15,767 N=19,551 N=15,702

63% 81% 83%
■ 受注側

63%

81% 83%



３－１．経年比較「価格決定方法の適正化（変動コストの反映状況）」

⚫ コスト全般の反映状況は、前年度と比べて発注側・受注側ともに大幅に改善している。

⚫ 労務費の反映状況は、前年度と比べて発注側・受注側ともに大幅に改善している。

⚫ 原材料価格の反映状況は、前年度と比べて発注側・受注側ともに大幅に改善している。

⚫ エネルギー価格の反映状況は、前年度と比べて発注側・受注側ともに大幅に改善している。

◆単価の決定・改定における変動コストの反映状況
（項目別、 「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」の割合を集計）

-コスト全般 -労務費 -原材料価格  -エネルギー価格
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※令和5年度は「全て反映した／された」 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合
※令和3、4年度は 「概ね反映した／された」と答えた企業の割合

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=1,371 N=3,411 N=5,604 N=1,200 N=3,399 N=5,389 N=1,496 N=3,389 N=5,477 N=1,210 N=3,389 N=5,416

45% 42% 64% 43% 35% 55% 53% 46% 67% 43% 36% 60%

■ 発注側■ 発注側 ■ 発注側 ■ 発注側

45% 42%

64%

43%
35%

55% 53%
46%

67%

43%
36%

60%

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=18,372 N=19,779 N=20,006 N=16,973 N=19,717 N=18,775 N=18,278 N=19,583 N=18,981 N=16,240 N=19,590 N=18,531

13% 19% 37% 12% 14% 30% 18% 22% 41% 10% 13% 32%

■ 受注側 ■ 受注側■ 受注側 ■ 受注側

13%
19%

37%

12% 14%

30%
18% 22%

41%

10% 13%

32%



３－１．経年比較「価格決定方法の適正化（不合理な原価低減要請）」

⚫ 直近1年間における不合理な原価低減要請の状況（受注側）は、前年度と比べてわずかに改善した。

◆直近1年間における不合理な原価低減要請の状況（「受けたことはない」の割合を集計）

※令和4、5年度は「受けたことはない」と答えた企業の割合
※令和3年度は 「要請されたことはあるが、現在は改善された」「要請されたことはない」と答えた企業の割合

16

 

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=22,950 N=20,132 N=21,200

■ 受注側 94% 90% 94%

94% 90% 94%



⚫ 下請代金の現金払い化については、前年度と比べて発注側は前年度同様、受注側は横ばいである。

⚫ 「全て手形等の支払い」は発注側・受注側ともに1割に満たないが、前年度と比べて発注側は横ばい、受注

側は前年度同様である。

◆下請代金の現金払い率（「全て現金払い」の割合を集計）

３－２．経年比較「支払い条件の改善（下請代金の現金払い率）」

17

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=2,335 N=3,445 N=5,667

全て現金払い 65% 69% 69%

10％未満 6% 5% 6%

10～30％未満 8% 6% 6%

30～50％未満 8% 6% 5%

50％以上 12% 9% 8%

全て手形等の支払い 1% 5% 6%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=22,244 N=19,946 N=21,041

全て現金払い 42% 69% 70%

10％未満 17% 8% 8%

10～30％未満 19% 7% 6%

30～50％未満 10% 5% 5%

50％以上 10% 6% 6%

全て手形等の支払い 3% 6% 6%

発注側

受注側

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=2,335 N=3,445 N=5,667

65% 69% 69%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=22,244 N=19,946 N=21,041

42% 69% 70%

■ 受注側

■ 発注側

65% 69% 69%

42%

69% 70%



⚫ 手形支払いサイトが『60日以内』である割合は、前年度と比べて発注側はわずかに改善し、受注側は前

年度同様である。

◆下請代金の手形支払いサイト（ 「60日以内」の割合を集計）

３－２．経年比較「支払い条件の改善（手形支払いサイトが６０日以内の割合）」

18

※「30日以内」「60日以内」と答えた企業の割合の合計
※複数の選択肢を合計して再集計しているため、四捨五入の関係でグラフの数値と集計表内の合計値が一致しないことがある。

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=772 N=1,048 N=1,621

20% 19% 23%

■ 発注側

20% 19% 23%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=11,723 N=6,115 N=5,118

15% 18% 18%

■ 受注側

15% 18% 18%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=772 N=1,048 N=1,621

30日(1ヶ月)以内 2% 3% 4%

60日(2ヶ月)以内 18% 15% 20%

90日(3ヶ月)以内 23% 31% 30%

120日(4ヶ月)以内 52% 42% 38%

120日(4ヶ月)超 5% 9% 8%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=11,723 N=6,115 N=5,118

30日(1ヶ月)以内 2% 4% 4%

60日(2ヶ月)以内 14% 14% 14%

90日(3ヶ月)以内 29% 36% 35%

120日(4ヶ月)以内 49% 36% 37%

120日(4ヶ月)超 7% 10% 10%

発注側

受注側



⚫ 手形サイトの60日以内への変更予定（発注側）について、前年度と横ばい（58％→59％）

⚫ 約束手形の利用を2026年までに廃止する予定（発注側）について、前年度より改善（78％→88％）

◆手形サイトの60日以内への変更予定
（「2024年までに60日以内に変更予定」の割合を集計）

３－２．経年比較「支払い条件の改善（手形支払いサイトの変更予定・手形廃止予定）」

※ 「現在、約束手形の利用はない」を除いて再集計している。

19

※令和4、5年度は「2024年までに60日以内に変更予定」と答えた企業の割合
※令和3年度は 「2021年度内までに短縮する予定」～「2024年度までに短縮する予定」と
答えた企業の割合

◆約束手形の利用を2026年までに廃止する予定
（「2026年までに利用を廃止する予定」の割合を
集計）

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=610 N=875 N=1,196

2024年までに60日以内に変更予定 18% 21% 15%

時期は未定だが、60日以内に変更予定 58% 36% 44%

60日以内に変更する予定はない 25% 43% 41%

発注側
令和4年度 令和5年度

N=934 N=1,332

2026年までに利用を廃止する予定 23% 30%

時期は未定だが、利用を廃止する予定 32% 29%

利用の廃止に向けて検討中 23% 29%

約束手形の利用の廃止予定はない 22% 12%

発注側

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=610 N=875 N=1,196

18% 21% 15%

■ 発注側

18% 21%
15%

令和4年度 令和5年度

N=934 N=1,332

23% 30%

■ 発注側

23%
30%



◆知的財産に関する適正取引実現のための取組状況（「実施中」の割合を集計）

３－３．経年比較「知的財産・ノウハウの保護状況」

※ 「知的財産権等を有しているかわからない」 を除いて再集計している。
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⚫ 知的財産に関する適正取引実現のための取組（受注側）について、大幅に悪化した。

⚫ 今年度の「未実施」は5割強と、前年度と比べて大幅に悪化した。

令和4年度 令和5年度

N=8,211 N=10,995

53% 41%
■ 受注側

53%

41%

令和4年度 令和5年度

N=8,211 N=10,995

実施中 53% 41%

実施予定 7% 6%

未実施 40% 53%

受注側



⚫ 働き方改革の影響による発注側のコスト負担について、前年度と比べて発注側は大幅に悪化、受注側は

前年度同様である。

◆働き方改革の影響による発注側のコスト負担の状況（ 「特に影響はない」の割合を集計）

３－４．経年比較「働き方改革に伴うしわ寄せ防止（働き方改革の影響）」
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令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=2,364 N=1,776 N=5,850

特に影響はない 89% 93% 81%

急な仕様変更への対応の増加 5% 3% 2%

短納期での発注の増加 4% 3% 2%

検収の遅れ 2% 1% 1%

支払決済処理のズレによる入金の遅れ 1% 0% 0%

従業員派遣を要請 1% 1% 1%

発注業務の拡大・営業時間の延長 3% 1% 1%

祝休日出勤の増加 - 2% 1%

その他 1% 1% 1%

分からない - - 14%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=22,058 N=19,943 N=22,353

特に影響はない 85% 83% 83%

急な仕様変更への対応の増加 7% 5% 6%

短納期での発注の増加 6% 7% 8%

検収の遅れ 2% 3% 2%

支払決済処理のズレによる入金の遅れ 1% 1% 1%

従業員派遣を要請 1% 1% 1%

発注業務の拡大・営業時間の延長 3% 2% 2%

祝休日出勤の増加 - 4% 4%

その他 3% 2% 2%

受注側

発注側

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=2,364 N=1,776 N=5,850

89% 93% 81%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=22,058 N=19,943 N=22,353

85% 83% 83%

■ 発注側

■ 受注側

89% 93%
81%

85% 83% 83%



⚫ 働き方改革の影響による発注側のコスト負担（受注側）について、「全て販売先が負担してくれた」「多く

を販売先が負担してくれた」の割合は前年度と比べて改善した。令和3年度より改善傾向が継続している。

◆働き方改革の影響による発注側のコスト負担の状況
（「全て販売先が負担してくれた」「多くを販売先が負担してくれた」の割合を集計）

３－４．経年比較「働き方改革に伴うしわ寄せ防止（働き方改革のコスト負担状況）」

※令和3年度は「販売先が負担している」、令和4年度は「概ね販売先が負担した」と答えた企業の割合

22

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=2,801 N=5,602 N=13,425

23% 32% 38%

■ 受注側

23%
32%

38%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

N=2,801 N=5,602 N=13,425

全て販売先が負担してくれた（100%） 25%

多くを販売先が負担してくれた（99～81%） 13%

一部を販売先が負担してくれた（80～41%） 16% 14%

販売先はあまり負担しなかった（40～1%） 18% 12%

販売先は負担しなかった（0%） 77% 33% 36%

23%

32%

受注側



⚫ 型取引に関する書面等による取引条件の明確化について、受注側の「全て実施された」「概ね実施され

た」の割合はわずかに悪化した。

３－５．経年比較「型取引の適正化（書面等による取引条件の明確化）」

※令和4年度は「概ね出来た」と答えた企業の割合
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◆書面等による取引条件の明確化
（項目別、「全て実施された」「概ね実施された」の割合を集計）

令和5年度

N=3,582

33%

12%

10%

8%

37%

令和4年度 令和5年度

N=5,612 N=10,210

全て実施された（100%） 23%

概ね実施された（99～81%） 19%

一部実施された（80～41%） 25% 15%

あまり実施されなかった（40～1%） 18% 13%

実施されなかった（0%） 12% 31%

発注側

一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%）

実施しなかった（0%）

受注側

46%

多くの企業に実施した（99～81%）

全ての企業に実施した（100%）

令和4年度 令和5年度

N=5,612 N=10,210

46% 42%
■ 受注側

46%
42%

※発注側は実施出来た社数割合について調査



⚫ 型代金又は型製作費の早期の支払いについて、受注側の「全て実施された」「概ね実施された」の割合は

わずかに悪化した。

３－５．経年比較「型取引の適正化（型代金の早期支払い）」

24

◆型代金又は型製作費の早期の支払い
（項目別、「全て実施された」「概ね実施された」の割合を集計）

※令和4年度は「概ね出来た」と答えた企業の割合

令和5年度

N=3,199

36%

8%

7%

6%

44%

令和4年度 令和5年度

N=3,557 N=9,012

全て実施された（100%） 26%

概ね実施された（99～81%） 18%

一部実施された（80～41%） 23% 11%

あまり実施されなかった（40～1%） 17% 11%

実施されなかった（0%） 13% 35%

全ての企業に実施した（100%）

発注側

多くの企業に実施した（99～81%）

一部の企業に実施した（80～41%）

47%

あまり実施しなかった（40～1%）

実施しなかった（0%）

受注側令和4年度 令和5年度

N=3,557 N=9,012

47% 44%
■ 受注側

47% 44%

※発注側は実施出来た社数割合について調査



⚫ 型の保管費用の発注側負担について、受注側の「全て実施された」「概ね実施された」の割合は横ばいで

ある。

３－５．経年比較「型取引の適正化（型の保管費用の発注側負担）」

25

◆型の保管費用の発注側負担
（項目別、「全て実施された」「概ね実施された」の割合を集計）

※令和4年度は「概ね出来た」と答えた企業の割合
※複数の選択肢を合計して再集計しているため、四捨五入の関係でグラフの数値と集計表内の合計値が一致しないことがある。

令和5年度

N=3,099

23%

8%

8%

8%

54%

令和4年度 令和5年度

N=3,042 N=8,588

全て実施された（100%） 18%

概ね実施された（99～81%） 13%

一部実施された（80～41%） 19% 9%

あまり実施されなかった（40～1%） 22% 12%

実施されなかった（0%） 29% 48%

全ての企業に実施した（100%）

発注側

多くの企業に実施した（99～81%）

一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%）

実施しなかった（0%）

31%

受注側令和4年度 令和5年度

N=3,042 N=8,588

31% 30%
■ 受注側

31% 30%

※発注側は実施出来た社数割合について調査



⚫ 不要な型の廃棄費用の発注側負担について、受注側の「全て実施された」「概ね実施された」の割合は前

年度同様である。

３－５．経年比較「型取引の適正化（不要な型の廃棄費用の発注側負担）」
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◆不要な型の廃棄費用の発注側負担
（項目別、「全て実施された」「概ね実施された」の割合を集計）

※令和4年度は「概ね出来た」と答えた企業の割合

令和5年度

N=3,070

26%

7%

6%

7%

54%

令和4年度 令和5年度

N=2,880 N=8,511

全て実施された（100%） 18%

概ね実施された（99～81%） 13%

一部実施された（80～41%） 20% 9%

あまり実施されなかった（40～1%） 22% 11%

実施されなかった（0%） 28% 49%

全ての企業に実施した（100%）

発注側

多くの企業に実施した（99～81%）

一部の企業に実施した（80～41%）

31%

あまり実施しなかった（40～1%）

実施しなかった（0%）

受注側令和4年度 令和5年度

N=2,880 N=8,511

31% 31%
■ 受注側

31% 31%

※発注側は実施出来た社数割合について調査



取引条件改善状況調査

４．発注側調査結果

27
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４ー１．仕入先（発注先）情報

⚫ 取引金額が最も大きい仕入先（発注先）の業種について、全体では、「違う業種」が6割弱で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「同じ業種」が6.3ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「同じ業種」が7割弱と高くなっている。一方、サービス業、卸・小売業はそれぞれ3
割弱、3割強と比較的低い。

取引金額が最も大きい仕入先（発注先）の業種

発注側 取引金額が最も大きい仕入先（発注先）の業種（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 5,881

団体加入 2,149

団体非加入 3,732

39.4

43.4

37.1

57.4

54.7

59.0

3.2

2.0

3.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,881

製造業 3,431

サービス業 838

情報サービス業 200

建設業 351

卸・小売業 461

運送業 150

その他 446

39.4

41.7

27.8

71.0

52.1

33.8

50.0

21.3

57.4

55.7

68.9

26.5

43.6

64.2

49.3

70.0

3.2

2.6

3.3

2.5

4.3

2.0

0.7

8.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

同じ業種 違う業種 分からない
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４ー２．価格決定方法

⚫ 2023年度に適用する単価の決定・改定にあたる協議の実施状況について、全体では、「多くの仕入先（発注先）と
協議した」が3割半ばで最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「全ての仕入先（発注先）と協議した」が15.7ポイ
ント高い。

⚫ 業種別にみると、「全ての仕入先（発注先）と協議した」は、情報サービス業、卸・小売業が3割強と高い。一方、サー
ビス業、運送業はそれぞれ2割未満と低い。

取引を行う仕入先から理解を得られるような協議の実施状況

発注側 2023年度に適用する単価の決定・改定にあたる協議の実施状況（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 5,600

団体加入 2,133

団体非加入 3,467

26.3

36.0

20.3

34.2

41.8

29.6

25.6

17.1

30.8

8.1

3.8

10.7

5.8

1.4

8.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,600

製造業 3,366

サービス業 758

情報サービス業 188

建設業 323

卸・小売業 429

運送業 142

その他 390

26.3

28.8

18.2

32.4

22.6

31.7

12.0

20.0

34.2

39.5

23.1

27.1

25.7

34.5

34.5

20.0

25.6

23.8

30.3

24.5

30.7

21.2

38.7

29.0

8.1

5.1

14.8

8.0

12.7

8.9

10.6

14.6

5.8

2.8

13.6

8.0

8.4

3.7

4.2

16.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての仕入先（発注先）と協議した（100%） 多くの仕入先（発注先）と協議した（99～81%）

一部の仕入先（発注先）と協議した（80～41%） あまり協議しなかった（40～1%）

全く協議しなかった（0%）
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４ー２．価格決定方法

⚫ 貴社と仕入先（発注先）のどちらから申入れを行う場合が多かったかについて、全体では、「仕入先（発注先）」が6
割強で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「仕入先（発注先）」が6.7ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、「仕入先（発注先）」の割合が高く、ほぼ5割以上となっている。

2023年度に適用する単価の決定・改定にあたっての協議状況

発注側 単価の決定・改定にあたっての協議状況（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 4,758

団体加入 2,011

団体非加入 2,747

12.4

11.8

12.9

62.5

58.6

65.3

25.1

29.6

21.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 4,758

製造業 3,056

サービス業 535

情報サービス業 156

建設業 252

卸・小売業 372

運送業 118

その他 266

12.4

11.6

15.5

15.4

17.1

6.5

29.7

9.8

62.5

63.6

62.6

49.4

52.8

66.7

53.4

63.5

25.1

24.7

21.9

35.3

30.2

26.9

16.9

26.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

貴社 仕入先（発注先） 双方
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４ー２．価格決定方法

⚫ 協議の申入れがあった場合、どのような対応をとったかについて、全体では、「全ての申入れに応じた」が4割強で最も
高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「多くの申入れに応じた」が8.3ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業は「全ての申入れに応じた」が4割半ばと高くなっている。一方、建設業、運送業はそれぞれ3
割半ば、2割と比較的低い。

仕入先から単価の協議の申入れがあった際の対応

発注側 協議の申入れがあった場合、どのような対応をとったか（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 4,105

団体加入 1,758

団体非加入 2,347

43.8

43.2

44.2

41.7

46.4

38.1

14.2

10.1

17.3

0.3

0.2

0.4

0.0

0.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 4,105

製造業 2,660

サービス業 446

情報サービス業 131

建設業 205

卸・小売業 344

運送業 80

その他 236

43.8

46.4

41.7

34.4

34.1

39.0

20.0

45.8

41.7

42.3

40.1

40.5

40.0

44.8

45.0

33.9

14.2

10.9

17.5

23.7

25.9

16.3

35.0

20.3

0.3

0.3

0.7

1.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての申入れに応じた（100%） 多くの申入れに応じた（99～81%） 一部の申入れに応じた（80～41%）

あまり応じなかった（40～1%） 全く応じなかった（0%）
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４ー２．価格決定方法

⚫ 仕入先（発注先）と協議を実施するに至った理由について、全体では、「これまでも協議に応じていたため」が6割半ば
で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「これまでも協議に応じていたため」が12.9ポイント
高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「これまでも協議に応じていたため」が7割強と高くなっている。一方、運送業は4割
半ばと低い。

仕入先（発注先）と協議を実施するに至った理由

発注側 仕入先（発注先）と協議を実施するに至った理由について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [複数回答] 発注側

団体加入／団体非加入比較

ニュース等の

報道等から仕

入先（発注

先）との協議

に取り組む必

要を感じたた

め

行政・業界団

体等からの要

請があったた

め

同業他社が

仕入先（発

注先）と協

議を実施して

いるため

自社の業績

が上がり協議

に応じる余裕

が生まれたた

め

経営層から適

正取引に向

けて対応する

よう指示が

あったため

自社の販売

先も協議に応

じてくれたため

これまでも協

議に応じてい

たため

その他（自

社をとりまく環

境の変化

等）

仕入先（発

注先）から強

い要望（何

度も要望）

があったため

商工会・商工

会議所、金

融機関等の

支援機関とと

もに協議の申

入れがあった

ため

その他（仕

入先（発注

先）の行動

要因）

全体(N=4,613) 44.2 14.7 17.9 2.8 19.4 23.0 65.5 7.7 49.9 0.6 8.1

団体加入(N=1,983) 44.6 26.0 17.9 2.0 27.0 23.3 72.9 7.0 48.2 0.6 8.1

団体非加入(N=2,630) 43.8 6.2 18.0 3.3 13.6 22.7 60.0 8.2 51.1 0.6 8.1

7業種比較

ニュース等の

報道等から仕

入先（発注

先）との協議

に取り組む必

要を感じたた

め

行政・業界団

体等からの要

請があったた

め

同業他社が

仕入先（発

注先）と協

議を実施して

いるため

自社の業績

が上がり協議

に応じる余裕

が生まれたた

め

経営層から適

正取引に向

けて対応する

よう指示が

あったため

自社の販売

先も協議に応

じてくれたため

これまでも協

議に応じてい

たため

その他（自

社をとりまく環

境の変化

等）

仕入先（発

注先）から強

い要望（何

度も要望）

があったため

商工会・商工

会議所、金

融機関等の

支援機関とと

もに協議の申

入れがあった

ため

その他（仕

入先（発注

先）の行動

要因）

全体(N=4,613) 44.2 14.7 17.9 2.8 19.4 23.0 65.5 7.7 49.9 0.6 8.1

製造業(N=2,991) 45.0 18.3 18.5 2.1 21.1 25.2 67.8 6.9 53.0 0.6 7.8

サービス業(N=507) 44.8 6.5 14.2 4.7 16.2 17.8 57.8 10.5 47.5 0.0 9.1

情報サービス業(N=153) 31.4 10.5 11.1 7.2 19.6 27.5 71.9 13.1 32.0 0.0 11.8

建設業(N=240) 46.7 13.3 27.5 3.8 15.8 20.0 55.4 7.9 47.5 2.1 10.0

卸・小売業(N=354) 41.2 7.6 16.7 1.7 15.3 17.5 68.9 7.1 45.8 0.6 6.8

運送業(N=114) 45.6 8.8 24.6 5.3 21.9 29.8 46.5 8.8 31.6 0.9 7.9

その他(N=251) 41.8 5.2 12.7 3.2 13.9 11.6 64.1 9.2 43.8 0.0 7.6

※回答について業種ごとにヒートマップにて表示。（「赤＝割合が高い」～「青＝割合が低い」となっている）
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４ー２．価格決定方法

⚫ 仕入先（発注先）と協議を実施しなかった理由について、全体では、「交渉の必要性を感じないため」が4割半ばで最
も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「交渉の必要性を感じないため」が8.0ポイント
高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「交渉の必要性を感じないため」が5割半ばと高くなっている。一方、運送業は3割
強と低い。

仕入先（発注先）と協議を実施しなかった理由

発注側 仕入先（発注先）と協議を実施しなかった理由について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [複数回答] 発注側

※回答について業種ごとにヒートマップにて表示。（「赤＝割合が高い」～「青＝割合が低い」となっている）

団体加入／団体非加入比較

自社の業績

が悪化してい

るため

想定している

予算内での

対応が難しい

ため

交渉の必要

性を感じない

ため

自社の転嫁

が出来ていな

いため

今後、取引

中止や仕入

先変更を検

討しているた

め

社内体制

上、交渉へ対

応する人的な

余力がなかっ

たため

その他

全体(N=755) 12.5 9.5 46.0 13.9 2.8 11.0 25.8

団体加入(N=100) 13.0 16.0 39.0 12.0 5.0 12.0 31.0

団体非加入(N=655) 12.4 8.5 47.0 14.2 2.4 10.8 25.0

7業種比較

自社の業績

が悪化してい

るため

想定している

予算内での

対応が難しい

ため

交渉の必要

性を感じない

ため

自社の転嫁

が出来ていな

いため

今後、取引

中止や仕入

先変更を検

討しているた

め

社内体制

上、交渉へ対

応する人的な

余力がなかっ

たため

その他

全体(N=755) 12.5 9.5 46.0 13.9 2.8 11.0 25.8

製造業(N=257) 14.8 12.5 41.2 13.2 2.7 9.7 29.6

サービス業(N=208) 14.4 7.7 48.1 18.8 3.8 14.4 23.1

情報サービス業(N=30) 10.0 13.3 56.7 16.7 0.0 6.7 20.0

建設業(N=67) 9.0 10.4 46.3 11.9 0.0 10.4 20.9

卸・小売業(N=53) 9.4 11.3 43.4 9.4 7.5 17.0 17.0

運送業(N=19) 15.8 10.5 31.6 26.3 0.0 5.3 21.1

その他(N=120) 7.5 4.2 52.5 7.5 1.7 7.5 31.7
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４ー２．価格決定方法

⚫ 仕入先（発注先）との価格改定に関する協議の頻度の変化について、全体では、「増加した」が6割強で最も高くな
った。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「増加した」が20.0ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業は「増加した」が7割弱と高くなっている。一方、情報サービス業は3割半ばと低い。

発注側 仕入先（発注先）との価格改定に関する協議の頻度（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 5,438

団体加入 2,101

団体非加入 3,337

60.9

73.2

53.2

36.9

25.7

44.0

2.2

1.2

2.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,438

製造業 3,302

サービス業 712

情報サービス業 183

建設業 312

卸・小売業 417

運送業 140

その他 366

60.9

69.7

45.6

36.6

45.8

61.2

50.0

41.0

36.9

28.2

52.0

60.7

51.6

36.9

48.6

57.4

2.2

2.2

2.4

2.7

2.6

1.9

1.4

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加した 横ばい 減少した

2021年以前と比較した、直近１年間の仕入先との価格改定協議の頻度
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４ー２．価格決定方法

⚫ コスト全般の変動の価格反映状況について、全体では、「概ね反映した」が4割強で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「概ね反映した」が19.4ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、「全て反映した」が全体的に2割前後となっている。一方、運送業は1割に満たない。

発注側 ①コスト全般の変動の価格反映状況について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 5,604

団体加入 2,123

団体非加入 3,481

20.4

19.8

20.7

43.4

55.5

36.1

26.1

21.7

28.8

5.7

2.0

8.0

4.4

0.9

6.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,604

製造業 3,350

サービス業 761

情報サービス業 182

建設業 336

卸・小売業 438

運送業 147

その他 385

20.4

21.6

18.8

20.3

18.5

20.1

7.5

19.7

43.4

49.4

29.7

31.9

42.9

43.8

25.2

31.4

26.1

23.4

32.6

31.9

28.9

25.8

46.9

24.7

5.7

3.9

9.6

6.6

6.8

6.2

14.3

8.3

4.4

1.8

9.3

9.3

3.0

4.1

6.1

15.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て反映した(100%） 概ね反映した（99～81%） 一部反映した（80～41%） あまり反映しなかった（40～1%） 反映しなかった（0%）

直近１年間における仕入先のコスト増加分の反映状況【コスト全般の反映状況】
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４ー２．価格決定方法

⚫ 労務費の変動の価格反映状況について、全体では、「概ね反映した」が3割半ばで最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「概ね反映した」が14.2ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、「全て反映した」が全体的に2割弱となっている。一方、運送業は1割に満たない。

発注側 ②労務費の変動の価格反映状況について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 5,389

団体加入 2,089

団体非加入 3,300

18.9

19.1

18.7

36.3

45.0

30.8

25.8

22.8

27.7

10.2

8.5

11.2

8.8

4.5

11.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,389

製造業 3,221

サービス業 728

情報サービス業 181

建設業 330

卸・小売業 413

運送業 143

その他 368

18.9

19.6

18.4

18.2

19.7

17.9

8.4

18.5

36.3

39.6

26.9

34.8

39.7

36.3

25.2

28.0

25.8

24.4

29.0

29.8

27.3

25.4

43.4

22.8

10.2

9.6

12.1

7.7

9.4

12.1

14.0

9.0

8.8

6.8

13.6

9.4

3.9

8.2

9.1

21.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て反映した(100%） 概ね反映した（99～81%） 一部反映した（80～41%） あまり反映しなかった（40～1%） 反映しなかった（0%）

直近１年間における仕入先のコスト増加分の反映状況【労務費の反映状況】



37

４ー２．価格決定方法

⚫ 原材料価格の変動の価格反映状況について、全体では、「概ね反映した」が4割強で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「概ね反映した」が15.7ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、「全て反映した」は、製造業が3割弱と高い。一方、運送業は1割に満たない。

発注側 ③原材料価格の変動の価格反映状況について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 5,477

団体加入 2,085

団体非加入 3,392

25.8

28.7

24.0

40.8

50.5

34.8

22.6

17.1

26.1

5.5

2.5

7.4

5.3

1.2

7.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,477

製造業 3,308

サービス業 737

情報サービス業 155

建設業 334

卸・小売業 425

運送業 138

その他 375

25.8

29.1

19.3

21.3

23.4

23.5

8.0

22.4

40.8

45.3

28.6

29.0

42.5

43.5

25.4

30.9

22.6

19.8

31.6

23.9

24.6

20.9

40.6

22.9

5.5

3.4

10.0

7.1

6.9

7.8

14.5

7.7

5.3

2.4

10.4

18.7

2.7

4.2

11.6

16.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て反映した(100%） 概ね反映した（99～81%） 一部反映した（80～41%） あまり反映しなかった（40～1%） 反映しなかった（0%）

直近１年間における仕入先のコスト増加分の反映状況【原材料価格の反映状況】
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４ー２．価格決定方法

⚫ エネルギー価格の変動の価格反映状況について、全体では、「概ね反映した」が4割弱で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「概ね反映した」が17.4ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、「全て反映した」は、製造業が2割半ばと高い。一方、運送業は1割に満たない。

発注側 ④エネルギー価格の変動の価格反映状況について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 5,416

団体加入 2,080

団体非加入 3,336

22.1

23.8

21.0

38.0

48.7

31.3

23.9

20.1

26.3

8.9

5.4

11.0

7.2

2.1

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,416

製造業 3,283

サービス業 727

情報サービス業 150

建設業 326

卸・小売業 416

運送業 141

その他 368

22.1

24.2

18.7

18.7

21.8

19.2

8.5

20.1

38.0

43.0

24.5

27.3

36.5

38.9

27.0

28.8

23.9

22.2

28.5

19.3

25.2

22.8

43.3

24.5

8.9

6.8

13.9

14.7

12.3

10.8

13.5

8.2

7.2

3.9

14.4

20.0

4.3

8.2

7.8

18.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て反映した(100%） 概ね反映した（99～81%） 一部反映した（80～41%） あまり反映しなかった（40～1%） 反映しなかった（0%）

直近１年間における仕入先のコスト増加分の反映状況【エネルギー変動価格の反映状況】



39

４ー２．価格決定方法

⚫ 仕入先（発注先）のコスト増加分を反映できた仕入先（発注先）の数について、全体では、「多くの仕入先（発注
先）に反映した」が5割弱で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「多くの仕入先（発注先）に反映した」が11.2ポイ
ント高い。

⚫ 業種別にみると、卸・小売業は「全ての仕入先（発注先）に反映した」が2割半ばと高くなっている。一方、運送業は
1割強と低い。

仕入先のコスト増加分を反映できた仕入先の数

発注側 仕入先（発注先）のコスト増加分を反映できた仕入先（発注先）の数について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 4,961

団体加入 2,027

団体非加入 2,934

23.8

22.1

24.9

48.2

54.8

43.6

25.0

21.7

27.3

2.8

1.3

3.9

0.2

0.1

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 4,961

製造業 3,130

サービス業 595

情報サービス業 151

建設業 301

卸・小売業 377

運送業 111

その他 292

23.8

23.5

24.4

21.9

22.3

26.0

11.7

30.5

48.2

51.9

39.3

39.7

44.9

49.9

36.0

36.0

25.0

22.5

30.3

37.1

28.9

20.4

45.9

28.8

2.8

2.0

5.5

0.7

3.7

3.4

6.3

4.5

0.2

0.1

0.5

0.7

0.3

0.3

0.0

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての仕入先（発注先）に反映した（100%） 多くの仕入先（発注先）に反映した（99～81%）

一部の仕入先（発注先）に反映した（80～41%） あまり反映しなかった（40～1%）

全く反映しなかった（0%）
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４ー２．価格決定方法

⚫ 変動コストを2023年度の単価に反映できた理由について、全体では、「これまでも価格転嫁に応じていたため」が5割
半ばで最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「これまでも価格転嫁に応じていたため」が13.7ポイ
ント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「これまでも価格転嫁に応じていたため」が6割強と高くなっている。一方、運送業は
4割強と低い。

発注側 変動コストを2023年度の単価に反映するに至った理由について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [複数回答] 発注側

※回答について業種ごとにヒートマップにて表示。（「赤＝割合が高い」～「青＝割合が低い」となっている）

団体加入／団体非加入比較

ニュース等の

報道等から価

格転嫁に取り

組む必要を

感じたため

行政・業界団

体等からの要

請があったた

め

同業他社が

仕入先（発

注先）の価

格転嫁に応じ

ているため

自社の業績

が上がり価格

転嫁に応じる

余裕が生まれ

たため

経営層から適

正取引に向

けて対応する

よう指示が

あったため

自社の販売

先も価格転

嫁に応じてく

れたため

これまでも価

格転嫁に応じ

ていたため

その他（自

社をとりまく環

境の変化

等）

定量的なエビ

デンスに基づく

交渉であった

ため（原価

計算・価格変

動状況等）

競合他社の

値上げ動向

を踏まえて価

格交渉を申し

入れてきたた

め

価格改定に

応じなければ

取引量の減

少や撤退する

旨の意思表

示があったた

め

仕入先（発

注先）の製

品・サービスの

品質等が他

社と差別化

出来ている旨

の説明があっ

たため

仕入先（発

注先）から、

下請代金支

払遅延等防

止法など、自

社が遵守すべ

き法令・ルー

ル等に関する

案内があった

ため

その他（仕

入先（発注

先）の行動

要因）

全体(N=4,991) 46.2 14.2 22.2 3.5 19.2 28.0 56.0 6.3 46.0 27.4 13.5 4.6 2.7 5.1

団体加入(N=2,047) 47.6 25.3 22.1 2.4 27.6 28.8 64.1 5.5 49.8 25.5 18.8 4.1 3.2 3.9

団体非加入(N=2,944) 45.2 6.5 22.2 4.2 13.3 27.4 50.4 6.9 43.4 28.8 9.8 4.9 2.3 5.9

7業種比較

ニュース等の

報道等から価

格転嫁に取り

組む必要を

感じたため

行政・業界団

体等からの要

請があったた

め

同業他社が

仕入先（発

注先）の価

格転嫁に応じ

ているため

自社の業績

が上がり価格

転嫁に応じる

余裕が生まれ

たため

経営層から適

正取引に向

けて対応する

よう指示が

あったため

自社の販売

先も価格転

嫁に応じてく

れたため

これまでも価

格転嫁に応じ

ていたため

その他（自

社をとりまく環

境の変化

等）

定量的なエビ

デンスに基づく

交渉であった

ため（原価

計算・価格変

動状況等）

競合他社の

値上げ動向

を踏まえて価

格交渉を申し

入れてきたた

め

価格改定に

応じなければ

取引量の減

少や撤退する

旨の意思表

示があったた

め

仕入先（発

注先）の製

品・サービスの

品質等が他

社と差別化

出来ている旨

の説明があっ

たため

仕入先（発

注先）から、

下請代金支

払遅延等防

止法など、自

社が遵守すべ

き法令・ルー

ル等に関する

案内があった

ため

その他（仕

入先（発注

先）の行動

要因）

全体(N=4,991) 46.2 14.2 22.2 3.5 19.2 28.0 56.0 6.3 46.0 27.4 13.5 4.6 2.7 5.1

製造業(N=3,137) 47.0 17.5 22.9 2.9 21.6 30.6 59.0 5.4 49.6 27.3 17.0 3.8 2.7 4.5

サービス業(N=614) 48.2 6.7 20.0 5.7 15.1 22.5 46.1 9.8 38.3 26.2 6.0 6.5 2.4 7.5

情報サービス業(N=157) 35.0 10.2 15.9 7.6 20.4 31.2 63.1 7.0 29.9 29.3 9.6 9.6 1.3 5.7

建設業(N=291) 45.0 13.7 28.2 5.8 11.3 22.3 44.7 6.5 40.9 31.6 9.3 5.8 4.8 4.1

卸・小売業(N=377) 43.2 8.8 21.2 2.1 16.7 24.1 58.9 5.6 44.6 32.6 7.7 4.2 2.1 4.5

運送業(N=117) 46.2 9.4 23.9 5.1 20.5 36.8 43.6 5.1 36.8 29.9 12.8 5.1 5.1 4.3

その他(N=294) 44.2 5.8 17.0 2.0 11.9 17.3 54.4 9.5 43.9 19.0 6.1 5.4 1.4 8.2

変動コストを2023年度の単価に反映するに至った理由
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４ー２．価格決定方法

⚫ 変動コストを2023年度の単価に反映できなかった理由について、全体では、「自社の業績が悪化しているため」が２割
強で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「仕入先（発注先）が定量的なエビデンスを用意
していなかったため（原価計算・価格変動状況等）」が11.7ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業は「仕入先（発注先）が定量的なエビデンスを用意していなかったため（原価計算・価格変
動状況等）」が3割弱と高くなっている。一方、情報サービス業は1割に満たない。

変動コストを2023年度の単価に反映できなかった理由

発注側 変動コストを2023年度の単価に反映できなかった理由について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [複数回答] 発注側

※回答について業種ごとにヒートマップにて表示。（「赤＝割合が高い」～「青＝割合が低い」となっている）

団体加入／団体非加入比較

仕入先（発

注先）が定

量的なエビデ

ンスを用意し

ていなかったた

め（原価計

算・価格変動

状況等）

自社の業績

が悪化してい

るため

社内で値上

げの承認が得

られなかったた

め

仕入先からの

値上げが必

要な理由に

納得ができな

かったため

自社の販売

先からコスト

カットの指示

があったため

仕入先（発

注先）と同

業の他社が

多いため

今後、取引

中止や仕入

先変更を検

討しているた

め

これまでも価

格転嫁に応じ

ていなかったた

め

その他

全体(N=866) 14.3 23.9 5.1 6.6 4.8 19.8 4.0 8.9 31.8

団体加入(N=183) 22.2 30.7 5.3 8.4 7.6 15.1 4.0 5.8 28.9

団体非加入(N=683) 10.5 20.5 5.0 5.7 3.5 22.1 3.9 10.5 33.2

7業種比較

仕入先（発

注先）が定

量的なエビデ

ンスを用意し

ていなかったた

め（原価計

算・価格変動

状況等）

自社の業績

が悪化してい

るため

社内で値上

げの承認が得

られなかったた

め

仕入先からの

値上げが必

要な理由に

納得ができな

かったため

自社の販売

先からコスト

カットの指示

があったため

仕入先（発

注先）と同

業の他社が

多いため

今後、取引

中止や仕入

先変更を検

討しているた

め

これまでも価

格転嫁に応じ

ていなかったた

め

その他

全体(N=866) 19.6 23.2 5.8 9.5 4.8 18.7 3.5 8.2 29.4

製造業(N=391) 29.4 26.1 6.4 13.3 6.6 15.1 3.1 5.9 25.6

サービス業(N=181) 12.2 21.5 7.2 3.9 3.3 21.0 4.4 9.9 34.8

情報サービス業(N=42) 9.5 16.7 0.0 14.3 2.4 21.4 0.0 9.5 42.9

建設業(N=40) 20.0 22.5 5.0 5.0 7.5 30.0 5.0 10.0 15.0

卸・小売業(N=71) 12.7 25.4 9.9 8.5 4.2 23.9 7.0 5.6 19.7

運送業(N=35) 17.1 31.4 0.0 5.7 2.9 22.9 5.7 14.3 22.9

その他(N=105) 5.7 14.3 2.9 6.7 1.9 17.1 1.0 12.4 43.8
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４ー２．価格決定方法

⚫ 各変動コストの反映状況の変化について、全体では、「より反映できている」が5割弱で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「より反映できている」が25.1ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業は「より反映できている」が5割半ばと高い。一方、サービス業は3割強で低い。

2021年以前と直近１年間の、各変動コストの反映状況

発注側 各変動コストの反映状況の変化について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 5,298

団体加入 2,061

団体非加入 3,237

48.1

63.4

38.3

44.0

33.4

50.8

7.9

3.2

10.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,298

製造業 3,210

サービス業 692

情報サービス業 178

建設業 310

卸・小売業 407

運送業 136

その他 360

48.1

55.8

31.6

36.0

35.5

47.9

32.4

34.2

44.0

38.2

55.6

60.1

55.2

43.2

50.7

54.4

7.9

6.1

12.7

3.9

9.4

8.8

16.9

11.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

より反映できている 横ばい 反映できていない
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４ー３．原価低減要請、協賛金等

⚫ 原価低減要請にあたり、仕入先（発注先）のために実施した行為について、全体では、「原価低減要請は実施して
いない」が5割弱で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入、団体非加入ともに、「原価低減要請は実施していない」が5割弱となって
いる。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「原価低減要請は実施していない」が、6割半ばと高い。一方、建設業は4割弱で
低い。

発注側 原価低減要請にあたり、仕入先（発注先）のために実施した行為について（左：団体加入／非加入比較、右：7業種比較） [複数回答] 発注側

％

業務効率化に

関する提案

発注量を増加する等、

別の形で適正なコスト

を負担した

何も実施していない

原価低減要請は

実施していない

その他

15.3

12.3

26.6

47.7

2.5

23.4

19.4

15.7

47.6

3.0

10.7

8.2

32.8

47.7

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

全体(N=5,773) 団体加入(N=2,105)
団体非加入(N=3,668)

％

業務効率化に

関する提案

発注量を増加する等、

別の形で適正なコスト

を負担した

何も実施していない

原価低減要請は

実施していない

その他

15.3

12.3

26.6

47.7

2.5

17.9

14.5

22.2

48.6

2.4

8.8

6.3

36.0

47.6

2.5

7.9

5.9

21.3

64.9

1.5

17.1

9.2

36.1

38.2

2.6

15.5

18.4

25.3

43.5

2.5

20.9

9.5

26.4

44.6

1.4

7.7

6.2

38.6

45.0

3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

全体(N=5,773) 製造業(N=3,374)

サービス業(N=798) 情報サービス業(N=202)

建設業(N=346) 卸・小売業(N=446)

運送業(N=148) その他(N=453)

直近１年間における、原価低減要請を実施の際に仕入先のために実施した行為
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４ー３．原価低減要請、協賛金等

⚫ 原価低減要請を実施した場合、書面により合意したか否かについて、全体では、「書面による合意は実施しなかった」
が3割強で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「全ての仕入先（発注先）と書面により合意した」
が18.0ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業は「全ての仕入先（発注先）と書面により合意した」が3割弱と高い。一方、サービス業は1
割強で低い。

原価低減要請実施の際の書面による合意形成

発注側 原価低減要請を実施した場合、書面により合意したか否かについて（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 2,472

団体加入 984

団体非加入 1,488

23.5

34.3

16.3

14.2

17.9

11.7

16.6

14.4

18.0

14.7

14.6

14.8

31.1

18.7

39.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 2,472

製造業 1,489

サービス業 312

情報サービス業 49

建設業 183

卸・小売業 202

運送業 65

その他 169

23.5

28.8

10.9

22.4

18.0

16.8

15.4

16.6

14.2

15.4

10.3

10.2

14.8

17.8

12.3

7.7

16.6

16.0

18.6

22.4

15.3

18.3

21.5

14.2

14.7

13.6

16.7

6.1

14.8

20.3

24.6

12.4

31.1

26.3

43.6

38.8

37.2

26.7

26.2

49.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての仕入先（発注先）と書面により合意した（100%） 多くの仕入先（発注先）と書面により合意した（99～81%）

一部の仕入先（発注先）と書面により合意した（80～41%） 書面による合意はあまり実施しなかった（40～1%）

書面による合意は実施しなかった（0%）
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４ー３．原価低減要請、協賛金等

⚫ 仕入先（発注先）に対する不合理な原価低減要請の実施状況について、全体では、「不合理な原価低減要請は
行っていない」が9割強で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、「不合理な原価低減要請は行っていない」が、両方ともに9割強となっている。

⚫ 業種別にみると、「不合理な原価低減要請は行っていない」が、ほぼ9割強と高い。

直近１年間の仕入先に対する不合理な原価低減要請の実施状況

発注側 仕入先（発注先）に対する不合理な原価低減要請の実施状況について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 5,248

団体加入 1,928

団体非加入 3,320

0.4

0.2

0.6

0.8

1.1

0.6

1.5

1.4

1.6

5.3

4.9

5.5

92.0

92.4

91.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,248

製造業 3,121

サービス業 705

情報サービス業 185

建設業 325

卸・小売業 392

運送業 133

その他 382

0.4

0.5

0.6

0.0

0.0

0.5

0.0

0.3

0.8

0.8

0.6

0.5

0.6

0.8

1.5

0.5

1.5

1.6

0.9

2.2

2.5

1.5

2.3

1.3

5.3

4.7

6.1

2.7

9.5

6.1

6.0

4.7

92.0

92.4

91.9

94.6

87.4

91.1

90.2

93.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての仕入先（発注先）に不合理な原価低減要請を実施した（100%）

多くの仕入先（発注先）に不合理な原価低減要請を実施した（99～81%）

一部の仕入先（発注先）に不合理な原価低減要請を実施した（80～41%）

不合理な原価低減要請はあまり実施しなかった（40～1%）

不合理な原価低減要請は行っていない（0%）
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４ー３．原価低減要請、協賛金等

⚫ 金銭、役務等の利益提供要請にあたり、仕入先（発注先）のために実施した行為について、全体では、「利益提供
要請は実施していない」が6割半ばで最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、 「利益提供要請は実施していない」が、12.2ポイン
ト高くなっている。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「利益提供要請は実施していない」が、7割強と高い。一方、建設業は5割半ばと
低い。

金銭、役務等の利益提供要請にあたり直近１年間で仕入先のために実施した行為

発注側 金銭、役務等の利益提供要請にあたり、仕入先（発注先）のために実施した行為について（左：団体加入／非加入比較、右：7業種比較） [複数回答] 発注側

％

発注量を増加する等、

別の形で適正なコスト

を負担した

何も実施していない

利益提供要請は

実施していない

その他

5.6

28.0

65.2

1.3

6.3

20.0

73.0

0.9

5.2

32.5

60.8

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全体(N=5,726) 団体加入(N=2,100)
団体非加入(N=3,626)

％

発注量を増加する等、

別の形で適正なコスト

を負担した

何も実施していない

利益提供要請は

実施していない

その他

5.6

28.0

65.2

1.3

5.3

24.3

69.7

0.7

4.6

35.2

58.2

2.0

3.5

22.0

73.5

1.0

8.7

33.8

55.5

2.0

12.2

28.6

57.6

1.8

2.7

30.8

63.7

2.7

2.7

39.6

55.5

2.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全体(N=5,726) 製造業(N=3,352)

サービス業(N=788) 情報サービス業(N=200)

建設業(N=346) 卸・小売業(N=441)

運送業(N=146) その他(N=447)
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４ー３．原価低減要請、協賛金等

⚫ 金銭、役務等の利益提供要請した場合、書面により合意したか否かの状況について、全体では、「書面による合意は
実施しなかった」が5割強で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「書面による合意は実施しなかった」が11.3ポイント
高い。

⚫ 業種別にみると、卸・小売業は「全ての仕入先（発注先）と書面により合意した」が2割半ばと高い。一方、建設業、
運送業は1割に満たない。

金銭、役務等の利益提供を要請した場合の書面の合意状況

発注側 金銭、役務等の利益提供要請した場合、書面により合意したか否かの状況について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 1,351

団体加入 386

団体非加入 965

11.6

14.8

10.4

10.6

14.2

9.1

11.6

13.0

11.1

12.5

12.4

12.5

53.7

45.6

56.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 1,351

製造業 702

サービス業 227

情報サービス業 35

建設業 116

卸・小売業 123

運送業 36

その他 111

11.6

11.1

10.1

20.0

8.6

24.4

8.3

5.4

10.6

11.1

9.7

14.3

13.8

13.8

5.6

2.7

11.6

13.4

9.7

14.3

7.8

6.5

19.4

10.8

12.5

13.8

11.9

0.0

14.7

13.8

13.9

5.4

53.7

50.6

58.6

51.4

55.2

41.5

52.8

75.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての仕入先（発注先）と書面により合意した（100%） 多くの仕入先（発注先）と書面により合意した（99～81%）

一部の仕入先（発注先）と書面により合意した（80～41%） 書面による合意はあまり実施しなかった（40～1%）

書面による合意は実施しなかった（0%）
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４ー３．原価低減要請、協賛金等

⚫ 不当な金銭、役務等の利益提供要請の実施状況について、全体では、「不当な利益提供要請は行っていない」が9
割半ばで最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、「不当な利益提供要請は行っていない」が両方ともに9割半ば以上と高くなっている。

⚫ 業種別にみると、「不当な利益提供要請は行っていない」は、すべてにおいて9割半ば以上と高い。

発注側 不当な金銭、役務等の利益提供要請の実施状況について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 5,042

団体加入 1,682

団体非加入 3,360

0.3

0.4

0.3

0.5

0.8

0.4

0.7

0.9

0.6

1.8

2.6

1.4

96.7

95.4

97.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,042

製造業 2,928

サービス業 716

情報サービス業 188

建設業 324

卸・小売業 358

運送業 131

その他 391

0.3

0.3

0.1

0.5

0.3

0.6

0.0

0.0

0.5

0.6

0.1

0.5

0.6

1.1

0.0

0.3

0.7

0.8

0.4

1.1

0.6

0.6

0.8

0.5

1.8

1.8

0.7

0.5

4.6

2.0

3.1

1.0

96.7

96.4

98.6

97.3

93.8

95.8

96.2

98.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての仕入先（発注先）に不当な利益提供要請を実施した（100%） 多くの仕入先（発注先）に不当な利益提供要請を実施した（99～81%）

一部の仕入先（発注先）に不当な利益提供要請を実施した（80～41%） 不当な利益提供要請はあまり実施しなかった（40～1%）

不当な利益提供要請は行っていない（0%）

直近１年間の仕入先に対する不当な金銭、役務等の利益提供要請
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４ー３．原価低減要請、協賛金等

⚫ 不合理な原価低減要請の実施状況の変化について、全体では、「横ばい」が5割強で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「減少した」が５.0ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「増加した」が6割半ばと高い。一方、運送業は4割強と低い。

発注側 不合理な原価低減要請の実施状況の変化について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 3,936

団体加入 1,660

団体非加入 2,276

1.5

1.3

1.6

52.4

49.6

54.4

46.1

49.0

44.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 3,936

製造業 2,461

サービス業 482

情報サービス業 140

建設業 223

卸・小売業 284

運送業 100

その他 242

1.5

1.5

0.8

0.7

1.8

2.5

2.0

2.1

52.4

50.1

57.3

65.7

52.5

48.6

41.0

66.9

46.1

48.4

41.9

33.6

45.7

48.9

57.0

31.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加した 横ばい 減少した

2016年以前と直近１年間で比較した、不合理な原価低減要請の実施状況の変化
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４ー４．支払い条件

⚫ 契約書等の書面の存在と当該内容の把握について、全体では、「存在する（内容も把握している）」が7割半ばで最
も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「存在する（内容も把握している） 」が5.5ポイント
高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「存在する（内容も把握している）」が9割強と高い。一方、サービス業は6割半ば
と低い。

取引条件に関する契約書等の書面の存否及び内容の把握

発注側 契約書等の書面の存在と当該内容の把握について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 5,636

団体加入 2,099

団体非加入 3,537

75.2

78.6

73.1

7.4

6.4

8.0

12.1

11.1

12.7

5.3

3.9

6.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,636

製造業 3,324

サービス業 768

情報サービス業 198

建設業 339

卸・小売業 432

運送業 143

その他 426

75.2

75.4

65.2

91.9

85.0

74.5

73.4

76.8

7.4

7.2

8.9

6.1

6.2

10.0

8.4

5.6

12.1

12.8

17.2

1.5

6.2

9.3

9.8

11.5

5.3

4.7

8.7

0.5

2.7

6.3

8.4

6.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

存在する（内容も把握している） 存在する（内容は把握していない） 存在しない 存在するか分からない
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４ー４．支払い条件

⚫ 下請代金を手形等で支払っている場合の割合について、全体では、「全て現金払い」が7割弱で最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「全て現金払い」が15.5ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「全て現金払い」がほぼ10割と高い。一方、製造業は6割弱と低い。

下請代金を手形等で支払っている割合

発注側 下請代金を手形等で支払っている場合の割合について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 5,667

団体加入 2,099

団体非加入 3,568

69.3

59.6

75.1

5.5

5.7

5.3

5.8

7.2

4.9

5.0

6.5

4.1

8.1

13.3

5.0

6.3

7.7

5.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,667

製造業 3,360

サービス業 766

情報サービス業 197

建設業 345

卸・小売業 433

運送業 145

その他 415

69.3

59.4

89.0

99.5

70.1

69.5

86.9

92.0

5.5

5.9

4.2

0.0

6.1

8.1

7.6

2.7

5.8

7.4

2.2

0.0

7.0

5.8

2.1

1.9

5.0

6.6

0.9

0.5

7.2

4.6

1.4

1.2

8.1

11.7

2.1

0.0

7.2

5.1

0.7

0.7

6.3

9.0

1.6

0.0

2.3

6.9

1.4

1.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て現金払い（0％） 10％未満 10～30％未満 30～50％未満 50％以上 全て手形等の支払い
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４ー４．支払い条件

⚫ 下請代金を手形等で支払っている場合の手形等のサイトについて、全体では、「120日（４か月）以内」が4割弱で
最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「90日（３か月）以内」が6.7ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、卸・小売業は「60日（２か月）以内」が２割半ばとなっている。一方、運送業は1割半ばと低い。

手形等のサイト

発注側 下請代金を手形等で支払っている場合の手形等のサイトについて（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 1,621

団体加入 801

団体非加入 820

3.6

3.5

3.8

19.6

22.3

16.8

30.2

26.8

33.5

38.4

40.7

36.1

8.2

6.6

9.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 1,621

製造業 1,279

サービス業 71

情報サービス業 1

建設業 98

卸・小売業 123

運送業 18

その他 28

3.6

2.9

8.5

0.0

1.0

10.6

0.0

7.1

19.6

18.6

21.1

100.0

21.4

25.2

16.7

25.0

30.2

28.0

45.1

0.0

32.7

35.0

72.2

35.7

38.4

41.7

21.1

0.0

36.7

24.4

11.1

21.4

8.2

8.8

4.2

0.0

8.2

4.9

0.0

10.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30日(1ヶ月)以内 60日(2ヶ月)以内 90日(3ヶ月)以内 120日(4ヶ月)以内 120日(4ヶ月)超
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４ー４．支払い条件

⚫ サイトを60日以内に変更する予定について、全体では、「時期は未定だが、60日以内に変更予定」が4割半ばで最も
高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「時期は未定だが、60日以内に変更予定」が8.5
ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、サービス業は「来年（2024年）までに60日以内に変更予定」が２割となっている。一方、建設業は
1割に満たない。

サイトを60日以内に変更する予定

発注側 サイトを60日以内に変更する予定について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 1,196

団体加入 621

団体非加入 575

15.0

20.5

9.0

44.4

48.5

40.0

40.6

31.1

51.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 1,196

製造業 965

サービス業 50

情報サービス業 0

建設業 68

卸・小売業 85

運送業 12

その他 15

15.0

15.1

20.0

0.0

7.4

18.8

0.0

13.3

44.4

46.1

30.0

0.0

45.6

37.6

50.0

6.7

40.6

38.8

50.0

0.0

47.1

43.5

50.0

80.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

来年（2024年）までに60日以内に変更予定 時期は未定だが、60日以内に変更予定 60日以内に変更する予定はない
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４ー４．支払い条件

⚫ 2026年の約束手形利用廃止に向けた取組の促進が閣議決定された事について、全体では、「知っている」が8割強
で、「知らなかった」が１割強となった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「知っている」が11.3ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業は「知っている」が8割半ばとなっている。一方、運送業は6割と低い。

約束手形利用廃止への取組が閣議決定されている事の認知度

発注側 2026年の約束手形利用廃止に向けた取組の促進が閣議決定された事について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 1,531

団体加入 770

団体非加入 761

83.5

89.1

77.8

16.5

10.9

22.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 1,531

製造業 1,220

サービス業 66

情報サービス業 1

建設業 91

卸・小売業 113

運送業 15

その他 22

83.5

85.6

68.2

100.0

74.7

82.3

60.0

68.2

16.5

14.4

31.8

0.0

25.3

17.7

40.0

31.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 知らなかった
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４ー４．支払い条件

⚫ 約束手形を利用している企業の約束手形の利用廃止予定について、全体では、「2026年までに利用を廃止する予
定」が3割強と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「約束手形の利用の廃止予定はない」が4.4ポイン
ト高い。

⚫ 業種別にみると、サービス業は「2026年までに利用を廃止する予定」が4割弱となっている。一方、運送業は1割に満
たない。

約束手形の利用廃止予定

発注側 約束手形を利用している場合、約束手形の利用廃止の予定について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 1,332

団体加入 657

団体非加入 675

30.4

32.3

28.6

28.8

28.0

29.5

28.6

29.7

27.6

12.2

10.0

14.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 1,332

製造業 1,071

サービス業 51

情報サービス業 1

建設業 82

卸・小売業 92

運送業 14

その他 19

30.4

30.9

37.3

0.0

29.3

29.3

7.1

10.5

28.8

28.9

21.6

0.0

26.8

28.3

42.9

47.4

28.6

28.6

27.5

100.0

29.3

26.1

42.9

26.3

12.2

11.7

13.7

0.0

14.6

16.3

7.1

15.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2026年までに利用を廃止する予定 時期は未定だが、利用を廃止する予定 利用の廃止に向けて検討中 約束手形の利用の廃止予定はない
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４ー４．支払い条件

⚫ 約束手形の利用を廃止する予定がない理由について、全体では、「資金繰りがつかないため」が4割弱と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「資金繰りがつかないため」が14.0ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、建設業は「資金繰りがつかないため」が5割と高くなっている。一方、製造業は4割弱と低い。

約束手形の利用の廃止をする予定がない理由

発注側 約束手形の利用の廃止をする予定がない理由について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [複数回答] 発注側

※回答について業種ごとにヒートマップにて表示。（「赤＝割合が高い」～「青＝割合が低い」となっている）

団体加入／団体非加入比較

資金繰りがつ

かないため

資金繰りに支

障はないが、

手元資金に

余裕を持たせ

たいため

電子的決済

手段を自ら使

用することが

難しいため

販売先が電

子的決済手

段（約束手

形で支払わ

れるため）に

対応しないた

め

電子的決済

手段と比べ、

約束手形の

方が利便性

が高いため

仕入先（発

注先）から依

頼されていな

いため（約束

手形での支

払いを希望さ

れているた

め）

電子債権等

の電子的決

済手段に移

行しても約束

手形と何ら変

わらないと感じ

ているため

これまでの慣

習を変えるの

は手間なため

その他

全体(N=163) 38.7 17.8 6.1 18.4 4.9 23.3 7.4 20.9 14.1

団体加入(N=66) 30.3 21.2 4.5 21.2 4.5 28.8 6.1 24.2 13.6

団体非加入(N=97) 44.3 15.5 7.2 16.5 5.2 19.6 8.2 18.6 14.4

7業種比較

資金繰りがつ

かないため

資金繰りに支

障はないが、

手元資金に

余裕を持たせ

たいため

電子的決済

手段を自ら使

用することが

難しいため

販売先が電

子的決済手

段（約束手

形で支払わ

れるため）に

対応しないた

め

電子的決済

手段と比べ、

約束手形の

方が利便性

が高いため

仕入先（発

注先）から依

頼されていな

いため（約束

手形での支

払いを希望さ

れているた

め）

電子債権等

の電子的決

済手段に移

行しても約束

手形と何ら変

わらないと感じ

ているため

これまでの慣

習を変えるの

は手間なため

その他

全体(N=163) 38.7 17.8 6.1 18.4 4.9 23.3 7.4 20.9 14.1

製造業(N=125) 37.6 20.0 4.8 18.4 3.2 24.8 8.0 21.6 12.0

サービス業(N=7) 28.6 14.3 14.3 14.3 0.0 0.0 0.0 14.3 42.9

情報サービス業(N=0) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

建設業(N=12) 50.0 25.0 8.3 16.7 16.7 16.7 0.0 8.3 8.3

卸・小売業(N=15) 40.0 0.0 13.3 20.0 13.3 20.0 6.7 26.7 26.7

運送業(N=1) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

その他(N=3) 66.7 0.0 0.0 33.3 0.0 66.7 0.0 33.3 0.0
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４ー５．知的財産等への対応

⚫ 知的財産権等を含む取引において、適正な取引を実現するための取組の実施状況について、全体では、「全ての企
業に実施した」が5割強と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「全ての企業に実施した」が18.6ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「全ての企業に実施した」が7割半ばとなっている。一方、建設業は3割強と低い。

直近１年間における、知的財産権等を含む取引においての適正取引を実現するための取組実施状況

発注側 知的財産権等を含む取引において適正な取引を実現するための取組の実施状況について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 2,385

団体加入 1,166

団体非加入 1,219

53.7

63.2

44.6

11.3

12.6

10.1

9.8

9.0

10.5

8.1

6.4

9.8

17.1

8.7

25.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 2,385

製造業 1,515

サービス業 290

情報サービス業 121

建設業 111

卸・小売業 174

運送業 30

その他 140

53.7

55.8

47.6

76.9

33.3

44.8

40.0

53.6

11.3

12.3

9.7

6.6

15.3

12.6

3.3

5.0

9.8

10.1

11.4

8.3

7.2

12.6

10.0

2.9

8.1

8.3

6.2

0.0

15.3

8.6

10.0

10.7

17.1

13.5

25.2

8.3

28.8

21.3

36.7

27.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての企業に実施した（100%） 多くの企業に実施した（99～81%） 一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%） 全く実施しなかった（0%）
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４ー５．知的財産等への対応

⚫ 知的財産権等を含む取引において、適正な取引を実現するための取組を「実施していない」理由について、全体では、
「実施する必要性を感じないため」が6割弱と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、「実施する必要性を感じないため」が団体加入、団体非加入ともに6割弱と
なっている。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「実施する必要性を感じないため」が8割と高い。一方、建設業は4割弱と低い。

適正な取引を実現するための取組を「実施していない」理由

発注側  「実施していない」理由について（左：団体加入／非加入比較、右：7業種比較） [複数回答] 発注側

％

実施する必要性を

感じないため

自社に定型の契約書書式が

あり個別の契約変更には

応じていないため

知的財産取引に関するガイド

ライン・契約書のひな形に

ついて知らなかったため

仕入先（発注先）から

求められていないため

その他

59.7

3.7

6.6

41.0

3.6

59.4

5.3

7.1

40.6

3.5

59.8

3.1

6.4

41.2

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

全体(N=590) 団体加入(N=170)
団体非加入(N=420)

％

実施する必要性を

感じないため

自社に定型の契約書書式が

あり個別の契約変更には

応じていないため

知的財産取引に関するガイド

ライン・契約書のひな形に

ついて知らなかったため

仕入先（発注先）から

求められていないため

その他

59.7

3.7

6.6

41.0

3.6

59.1

4.0

6.2

41.2

4.0

64.4

2.2

4.4

36.7

3.3

80.0

0.0

0.0

20.0

20.0

38.8

8.2

14.3

51.0

4.1

67.3

1.9

11.5

42.3

1.9

57.1

0.0

0.0

42.9

0.0

64.7

3.9

3.9

39.2

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

全体(N=590) 製造業(N=323)

サービス業(N=90) 情報サービス業(N=10)

建設業(N=49) 卸・小売業(N=52)

運送業(N=14) その他(N=51)
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４ー６．働き方改革への対応

⚫ 働き方改革に関する対応の結果、仕入先（発注先）に生じた影響について、全体では、「特に影響はない」が8割強
と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「特に影響はない」が8.5ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「特に影響はない」が9割弱と高い。一方、運送業は7割とやや低い。

働き方改革に関する対応で仕入先に与えた影響

発注側 働き方改革に関する対応の結果、仕入先（発注先）に生じた影響について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [複数回答] 発注側

※回答について業種ごとにヒートマップにて表示。（「赤＝割合が高い」～「青＝割合が低い」となっている）

団体加入／団体非加入比較

特に影響はな

い

急な仕様変

更への対応の

増加

短納期での

発注の増加

検収の遅れ 支払決済処

理のズレによ

る入金の遅れ

従業員派遣

を要請

発注業務の

拡大・営業時

間の延長

祝休日出勤

の増加

その他 分からない

全体(N=5,850) 81.1 1.6 2.1 0.6 0.3 0.6 0.8 0.8 0.5 13.8

団体加入(N=2,113) 86.5 1.9 3.1 0.9 0.3 0.7 0.8 0.6 0.4 8.1

団体非加入(N=3,737) 78.0 1.4 1.6 0.4 0.2 0.5 0.8 0.9 0.6 17.0

7業種比較

特に影響はな

い

急な仕様変

更への対応の

増加

短納期での

発注の増加

検収の遅れ 支払決済処

理のズレによ

る入金の遅れ

従業員派遣

を要請

発注業務の

拡大・営業時

間の延長

祝休日出勤

の増加

その他 分からない

全体(N=5,850) 81.1 1.6 2.1 0.6 0.3 0.6 0.8 0.8 0.5 13.8

製造業(N=3,394) 83.2 1.7 2.9 0.7 0.3 0.5 0.8 0.8 0.5 11.3

サービス業(N=822) 78.7 1.3 0.7 0.6 0.1 0.5 1.3 0.2 0.9 16.7

情報サービス業(N=201) 87.6 0.5 0.0 0.0 0.0 0.5 1.0 0.0 0.5 10.9

建設業(N=353) 71.7 1.7 3.4 0.3 0.3 1.4 0.6 3.7 0.0 19.5

卸・小売業(N=452) 80.8 1.8 1.5 0.4 0.4 0.4 0.9 0.2 0.0 15.7

運送業(N=150) 70.0 3.3 1.3 0.7 0.0 0.7 1.3 2.0 0.7 22.0

その他(N=472) 77.5 0.8 0.0 0.2 0.0 0.6 0.0 0.2 1.5 19.3
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４ー６．働き方改革への対応

⚫ 短納期発注や急な仕様変更などを行った場合の適正なコスト負担の実施有無について、全体では、「全ての仕入先
（発注先）について適正コストを負担した」が4割強と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、 「全ての仕入先（発注先）について適正コストを
負担した」が7.3ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「全ての仕入先（発注先）について適正コストを負担した」が6割半ばと高い。
一方、運送業は2割半ばと低い。

発注側 短納期発注や急な仕様変更などを行った場合の適正なコスト負担の実施有無（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 1,901

団体加入 746

団体非加入 1,155

42.9

47.3

40.0

20.3

24.0

17.9

14.4

15.4

13.8

12.2

8.0

14.8

10.3

5.2

13.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 1,901

製造業 1,179

サービス業 222

情報サービス業 62

建設業 146

卸・小売業 135

運送業 41

その他 113

42.9

44.3

40.5

64.5

35.6

39.3

26.8

39.8

20.3

21.5

15.8

16.1

19.2

24.4

22.0

15.0

14.4

14.8

11.7

1.6

23.3

14.1

24.4

8.0

12.2

10.9

16.2

8.1

12.3

8.1

12.2

23.9

10.3

8.5

15.8

9.7

9.6

14.1

14.6

13.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての仕入先（発注先）について適正コストを負担した（100%） 多くの仕入先（発注先）について適正コストを負担した（99～81%）

一部の仕入先（発注先）について適正コストを負担した（80～41%） 適正コストの負担はあまりしなかった（40～1%）

適正コストは全く負担しなかった（0%）

直近１年間における、短納期発注などを行った場合のコスト負担状況
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４ー７．型取引の適正化

⚫ 書面等による取引条件の明確化について、全体では、「実施しなかった」が4割弱と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「全ての企業に実施した」が16.0ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「全ての企業に実施した」が5割弱と高くなっている。一方、サービス業、建設業は、
2割強と低い。

発注側 ①書面等による取引条件の明確化について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 3,582

団体加入 1,292

団体非加入 2,290

33.0

43.2

27.2

11.6

13.5

10.6

9.7

9.4

9.8

8.4

9.1

7.9

37.4

24.8

44.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 3,582

製造業 2,319

サービス業 462

情報サービス業 73

建設業 216

卸・小売業 200

運送業 75

その他 236

33.0

37.6

22.1

49.3

21.8

25.5

28.0

21.2

11.6

12.5

6.7

11.0

17.6

9.0

9.3

9.7

9.7

9.7

8.2

2.7

13.4

12.0

16.0

6.4

8.4

9.3

7.8

1.4

5.6

6.5

8.0

7.2

37.4

30.8

55.2

35.6

41.7

47.0

38.7

55.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての企業に実施した（100%） 多くの企業に実施した（99～81%） 一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%） 実施しなかった（0%）

直近１年間における型管理の取組実施状況【書面等による取引条件の明確化】
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４ー７．型取引の適正化

⚫ 型代金又は型製作費の早期の支払いについて、全体では、「実施しなかった」が4割強と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「全ての企業に実施した」が5割強で、23.9ポイント
高い。

⚫ 業種別にみると、製造業は「全ての企業に実施した」が4割半ばと高くなっている。一方、サービス業は、1割強と低い。

発注側 ②型代金又は型製作費の早期の支払いについて（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 3,199

団体加入 1,234

団体非加入 1,965

36.0

50.7

26.8

8.2

11.7

6.0

6.5

7.2

6.1

5.7

5.8

5.6

43.6

24.6

55.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 3,199

製造業 2,165

サービス業 377

情報サービス業 53

建設業 176

卸・小売業 178

運送業 52

その他 198

36.0

46.0

10.6

22.6

14.2

27.0

13.5

13.1

8.2

9.6

2.4

3.8

10.8

7.9

3.8

3.5

6.5

7.1

5.0

3.8

7.4

5.6

9.6

3.0

5.7

5.5

5.3

0.0

9.1

6.2

5.8

6.1

43.6

31.8

76.7

69.8

58.5

53.4

67.3

74.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての企業に実施した（100%） 多くの企業に実施した（99～81%） 一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%） 実施しなかった（0%）

直近１年間における型管理の取組実施状況【代金や製作費の早期支払】
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４ー７．型取引の適正化

⚫ 量産終了後の型の保管費用の支払いについて、全体では、「実施しなかった」が5割強と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「全ての企業に実施した」が13.2ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業は「全ての企業に実施した」が3割弱と高くなっている。一方、サービス業は、1割未満と低い。

発注側 ③量産終了後の型の保管費用の支払いについて（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 3,099

団体加入 1,216

団体非加入 1,883

22.7

30.8

17.6

7.6

12.3

4.7

8.2

12.3

5.6

7.8

9.5

6.7

53.6

35.2

65.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 3,099

製造業 2,101

サービス業 359

情報サービス業 49

建設業 172

卸・小売業 170

運送業 51

その他 196

22.7

27.8

8.6

18.4

13.4

20.0

13.7

8.7

7.6

9.5

1.1

2.0

8.7

4.7

3.9

3.6

8.2

10.1

4.5

0.0

4.7

4.7

7.8

2.6

7.8

8.9

4.5

0.0

8.7

7.1

2.0

6.1

53.6

43.7

81.3

79.6

64.5

63.5

72.5

79.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての企業に実施した（100%） 多くの企業に実施した（99～81%） 一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%） 実施しなかった（0%）

直近１年間における型管理の取組実施状況【量産終了後の型保管費の支払】
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４ー７．型取引の適正化

⚫ 不要な型の廃棄費用の支払いについて、全体では、「実施しなかった」が5割強と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「全ての企業に実施した」が18.8ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、サービス業は「実施しなかった」が8割強と高くなっている。一方、製造業は、4割強と低い。

発注側 ④不要な型の廃棄費用の支払いについて（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 発注側

N=

全体 3,070

団体加入 1,205

団体非加入 1,865

26.2

37.6

18.8

7.4

12.0

4.5

5.9

8.2

4.5

6.9

7.1

6.8

53.6

35.2

65.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 3,070

製造業 2,080

サービス業 358

情報サービス業 48

建設業 171

卸・小売業 165

運送業 51

その他 196

26.2

32.5

9.5

20.8

14.6

19.4

13.7

9.7

7.4

9.1

2.0

0.0

7.6

5.5

3.9

3.6

5.9

6.9

2.8

0.0

7.6

3.0

3.9

3.6

6.9

7.7

3.9

0.0

7.0

7.3

7.8

5.1

53.6

43.8

81.8

79.2

63.2

64.8

70.6

78.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全ての企業に実施した（100%） 多くの企業に実施した（99～81%） 一部の企業に実施した（80～41%）

あまり実施しなかった（40～1%） 実施しなかった（0%）

直近１年間における型管理の取組実施状況【不要な型の廃棄費用の支払】



５．受注側調査結果
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取引条件改善状況調査
自主行動計画フォローアップ調査
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５ー１．販売先情報

⚫ 取引金額が最も大きい販売先の資本金額について、全体では、「1,000万円超5,000万円以下」が3割弱と最も高
くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「100億円超」が15.0ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、建設業は「1,000万円超5,000万円以下」が3割半ばと高くなっている。一方、情報サービス業は、
2割弱と低い。

取引金額が最も大きい販売先の資本金額

受注側 取引金額が最も大きい販売先の資本金額について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 20,075

団体加入 1,649

団体非加入 18,426

13.6

7.3

14.2

28.4

19.6

29.2

22.4

19.8

22.6

8.9

10.1

8.8

11.9

14.7

11.7

14.8

28.6

13.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 20,075

製造業 8,369

サービス業 1,955

情報サービス業 856

建設業 3,002

卸・小売業 2,618

運送業 775

その他 2,109

13.6

8.8

18.3

6.2

16.8

16.5

13.4

21.8

28.4

25.2

33.6

18.6

36.7

32.4

30.2

22.2

22.4

22.8

25.3

25.8

20.2

23.1

23.9

19.2

8.9

10.3

7.4

14.7

5.9

7.4

10.5

7.6

11.9

13.8

7.9

19.5

9.2

12.1

9.5

9.9

14.8

19.1

7.5

15.2

11.2

8.5

12.5

19.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1,000万円以下 1,000万円超5,000万円以下 5,000万円超3億円以下 3億円超10億円以下 10億円超100億円以下 100億円超
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５ー２．価格決定方法

⚫ コスト全般の変動に関する協議について、全体では、「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」が7割弱と最も高くな
った。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」が
13.5ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、卸・小売業は「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」が8割弱と高くなっている。
一方、建設業は、5割半ばと低い。

販売先が協議に応じたか【コスト全般の変動について】

受注側 ①コスト全般の変動に関する協議について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答]受注側

N=

全体 15,702

団体加入 1,577

団体非加入 14,125

15.9

10.0

16.5

1.3

0.4

1.4

67.5

79.7

66.2

5.6

4.2

5.8

9.7

5.6

10.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 15,702

製造業 8,030

サービス業 2,086

情報サービス業 759

建設業 1,363

卸・小売業 1,337

運送業 1,111

その他 1,004

15.9

12.9

19.0

16.9

23.4

12.5

16.3

25.6

1.3

0.7

2.1

1.2

2.9

1.0

1.1

2.7

67.5

74.3

57.5

64.6

55.2

79.3

55.4

51.4

5.6

4.6

6.4

4.6

7.6

2.6

13.5

5.8

9.7

7.5

15.1

12.8

10.9

4.6

13.8

14.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

販売先から申し出があり協議を行った 販売先から申し出があったが協議を行わなかった

自社から申し出を行い協議に応じてくれた 自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった

協議を申し入れることができなかった
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５ー２．価格決定方法

⚫ 労務費の変動に関する協議について、全体では、「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」が6割弱と最も高く
なった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」が7.2
ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」が6割半ばと高くなっている。
一方、運送業は5割強と低い。

販売先が協議に応じたか【労務費の変動】

受注側 ②労務費の変動に関する協議について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答]受注側

N=

全体 11,351

団体加入 1,369

団体非加入 9,982

11.3

6.8

11.9

1.0

0.4

1.1

57.0

63.4

56.2

9.2

9.0

9.3

21.5

20.5

21.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 11,351

製造業 5,682

サービス業 1,625

情報サービス業 629

建設業 1,136

卸・小売業 662

運送業 960

その他 646

11.3

8.1

14.3

11.1

18.2

10.6

11.9

19.5

1.0

0.7

1.2

0.5

2.0

0.9

0.9

1.5

57.0

58.8

55.0

66.5

53.9

62.4

50.9

46.9

9.2

9.2

8.1

6.0

9.7

5.6

16.1

8.7

21.5

23.2

21.5

15.9

16.2

20.5

20.1

23.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

販売先から申し出があり協議を行った 販売先から申し出があったが協議を行わなかった

自社から申し出を行い協議に応じてくれた 自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった

協議を申し入れることができなかった
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５ー２．価格決定方法

⚫ 原材料価格の変動に関する協議について、全体では、「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」が6割強と最も高く
なった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」が
18.5ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、卸・小売業は「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」が7割半ばと高くなっている。
一方、運送業は、5割弱と低い。

販売先が協議に応じたか【原材料価格の変動】

受注側 ③原材料価格の変動に関する協議について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答]受注側

N=

全体 13,935

団体加入 1,486

団体非加入 12,449

17.5

11.1

18.3

2.5

0.4

2.8

63.5

80.1

61.6

5.7

3.4

6.0

10.7

5.0

11.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 13,935

製造業 7,481

サービス業 1,699

情報サービス業 375

建設業 1,313

卸・小売業 1,278

運送業 942

その他 835

17.5

16.4

18.4

12.8

23.8

15.3

13.4

25.6

2.5

1.9

3.9

2.4

4.6

2.0

1.8

4.2

63.5

70.2

51.3

58.9

52.2

74.8

49.7

47.1

5.7

4.2

7.1

4.5

7.6

3.4

15.5

5.9

10.7

7.3

19.2

21.3

11.7

4.5

19.6

17.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

販売先から申し出があり協議を行った 販売先から申し出があったが協議を行わなかった

自社から申し出を行い協議に応じてくれた 自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった

協議を申し入れることができなかった
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５ー２．価格決定方法

⚫ エネルギー価格の変動について、全体では、「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」が5割半ばと最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」が
20.7ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、卸・小売業は「自社から申し出を行い協議に応じてくれた」が6割強と高くなっている。
一方、サービス業、情報サービス業は、4割半ばと低い。

販売先が協議に応じたか【エネルギー価格の変動】

受注側 ④エネルギー価格の変動に関する協議について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答]受注側

N=

全体 11,909

団体加入 1,445

団体非加入 10,464

14.3

10.5

14.8

2.8

0.4

3.1

55.4

73.6

52.9

7.6

5.1

8.0

19.9

10.4

21.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 11,909

製造業 6,521

サービス業 1,419

情報サービス業 286

建設業 1,061

卸・小売業 874

運送業 994

その他 742

14.3

13.1

14.4

9.8

18.7

14.2

13.9

21.3

2.8

2.1

4.8

3.8

4.5

2.2

1.9

4.2

55.4

61.0

45.5

45.5

46.1

63.3

49.5

41.0

7.6

6.8

7.7

3.8

8.7

4.9

15.7

6.9

19.9

17.1

27.6

37.1

22.1

15.4

19.0

26.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

販売先から申し出があり協議を行った 販売先から申し出があったが協議を行わなかった

自社から申し出を行い協議に応じてくれた 自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった

協議を申し入れることができなかった
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５ー２．価格決定方法

⚫ 販売先が協議に応じてくれた理由について、全体では、「貴社から強い要望（何度も要望）を行ったため」が5割強と
最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「ニュース等の報道等から販売先が協議に取り組む
必要を感じたと思われるため」が11.3ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、卸・小売業は「ニュース等の報道等から販売先が協議に取り組む必要を感じたと思われるため」が5割
強と高くなっている。一方、情報サービス業は3割弱と低い。

販売先が協議に応じてくれた理由

受注側 販売先が協議に応じてくれた理由について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [複数回答] 受注側

※回答について業種ごとにヒートマップにて表示。（「赤＝割合が高い」～「青＝割合が低い」となっている）

団体加入／団体非加入比較

ニュース等の

報道等から販

売先が協議

に取り組む必

要を感じたと

思われるため

行政・業界団

体等から販売

先に要請が

あったと思わ

れるため

販売先の同

業他社が仕

入先（発注

先）と協議を

実施している

と思われるた

め

販売先の業

績が上がり協

議に応じる余

裕が生まれた

と思われるた

め

販売先の経

営層が適正

取引に向けて

対応するよう

指示したと思

われるため

販売先の上

位の販売先

も協議に応じ

てくれたと思わ

れるため

販売先はこれ

までも協議に

応じていたた

め

その他（販

売先をとりまく

環境の変化

等）

貴社から強い

要望（何度

も要望）を

行ったため

商工会・商工

会議所、金

融機関等の

支援機関とと

もに協議を申

し入れたため

その他（貴

社の行動要

因）

全体(N=11,354) 45.8 10.4 22.8 4.1 15.0 10.6 43.9 7.4 51.4 0.5 11.9

団体加入(N=1,326) 55.7 27.9 33.1 3.5 21.0 11.8 38.1 3.4 54.3 0.5 5.7

団体非加入(N=10,028) 44.4 8.1 21.5 4.2 14.2 10.5 44.7 7.9 51.0 0.5 12.8

7業種比較

ニュース等の

報道等から販

売先が協議

に取り組む必

要を感じたと

思われるため

行政・業界団

体等から販売

先に要請が

あったと思わ

れるため

販売先の同

業他社が仕

入先（発注

先）と協議を

実施している

と思われるた

め

販売先の業

績が上がり協

議に応じる余

裕が生まれた

と思われるた

め

販売先の経

営層が適正

取引に向けて

対応するよう

指示したと思

われるため

販売先の上

位の販売先

も協議に応じ

てくれたと思わ

れるため

販売先はこれ

までも協議に

応じていたた

め

その他（販

売先をとりまく

環境の変化

等）

貴社から強い

要望（何度

も要望）を

行ったため

商工会・商工

会議所、金

融機関等の

支援機関とと

もに協議を申

し入れたため

その他（貴

社の行動要

因）

全体(N=11,354) 45.8 10.4 22.8 4.1 15.0 10.6 43.9 7.4 51.4 0.5 11.9

製造業(N=5,432) 46.4 13.1 25.1 4.3 17.3 11.9 41.8 7.0 55.3 0.4 11.1

サービス業(N=882) 48.4 6.0 16.3 5.0 12.0 7.0 43.9 8.0 47.3 0.7 13.2

情報サービス業(N=404) 29.7 6.2 21.0 6.7 10.4 13.1 58.7 5.0 47.3 0.0 14.9

建設業(N=1,474) 40.6 10.5 20.2 5.0 14.2 10.1 44.8 7.8 46.7 1.0 14.0

卸・小売業(N=1,658) 50.4 5.4 26.0 2.5 12.1 10.0 47.5 7.6 48.1 0.4 10.4

運送業(N=374) 47.3 14.2 19.8 4.5 21.7 9.6 38.0 8.3 54.3 0.5 10.7

その他(N=892) 45.6 7.8 17.0 2.2 10.7 7.8 46.7 9.1 47.5 0.6 14.3
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５ー２．価格決定方法

⚫ 販売先が協議に応じてくれなかった理由について、全体では、「販売先も価格転嫁出来ていないと思われるため」が5割
弱と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「販売先も価格転嫁出来ていないと思われるため」
が15.1ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「想定している予算内での対応が難しいと思われるため」が7割強と高くなっている。
一方、製造業は4割弱と低い。

販売先が協議に応じてくれなかった理由

受注側 販売先が協議に応じてくれた理由について（左：団体加入／非加入比較、右：7業種比較） [複数回答] 受注側

％

販売先の業績が悪化して

いると思われるため

想定している予算内での

対応が難しいと思われる

ため

販売先も価格転嫁出来て

いないと思われるため

今後の取引中止や仕入先

変更を検討していると

思われるため

社内体制上、交渉へ対応

する人的余力がなかった

と思われるため

その他

20.2

46.1

48.1

15.2

8.6

9.9

17.6

42.7

61.8

14.5

3.8

19.8

20.5

46.4

46.7

15.3

9.1

8.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

全体(N=1,367) 団体加入(N=131)
団体非加入(N=1,236)

％

販売先の業績が悪化して

いると思われるため

想定している予算内での

対応が難しいと思われる

ため

販売先も価格転嫁出来て

いないと思われるため

今後の取引中止や仕入先

変更を検討していると

思われるため

社内体制上、交渉へ対応

する人的余力がなかった

と思われるため

その他

20.2

46.1

48.1

15.2

8.6

9.9

21.9

39.8

52.3

17.3

7.7

11.5

24.1

54.6

43.5

11.1

12.0

7.4

24.4

70.7

34.1

9.8

9.8

2.4

12.6

58.3

46.7

11.1

9.0

8.0

21.2

40.7

55.8

16.8

6.2

11.5

21.3

44.4

48.1

21.3

11.1

6.5

18.0

52.3

35.1

11.7

9.0

7.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全体(N=1,367) 製造業(N=635)

サービス業(N=108) 情報サービス業(N=41)

建設業(N=199) 卸・小売業(N=113)

運送業(N=108) その他(N=111)
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５ー２．価格決定方法

⚫ 販売先との価格改定に関する協議の頻度の変化について、全体では、「横ばい」が6割強と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「増加した」が26.6ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業は「増加した」が４割弱と高くなっている。一方、情報サービス業は1割半ばと低い。

受注側 販売先との価格改定に関する協議の頻度の変化について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 19,133

団体加入 1,607

団体非加入 17,526

33.3

57.7

31.1

61.0

38.9

63.1

5.7

3.4

5.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 19,133

製造業 8,027

サービス業 1,879

情報サービス業 779

建設業 2,766

卸・小売業 2,450

運送業 748

その他 2,011

33.3

39.9

26.2

16.9

26.4

38.7

27.4

25.7

61.0

54.6

68.2

78.0

68.1

55.8

64.4

68.9

5.7

5.6

5.6

5.0

5.5

5.5

8.2

5.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加した 横ばい 減少した

2021年以前と比較した、直近１年間の販売先との価格改定に関する協議の頻度
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５ー２．価格決定方法

⚫ コスト全般の変動の価格反映状況について、全体では、「一部反映された」が4割弱と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「概ね反映された」が12.2ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業、サービス業、卸・小売業は「全て反映された」が1割強となっている。一方、情報サービス業、
建設業、運送業は1割に満たない。

各変動コストの反映状況【コスト全般の変動価格】

受注側 ①コスト全般の変動の価格反映状況について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 20,006

団体加入 1,671

団体非加入 18,335

10.4

7.1

10.7

27.0

38.2

26.0

37.1

41.1

36.8

14.8

10.1

15.2

10.7

3.5

11.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 20,006

製造業 8,415

サービス業 1,922

情報サービス業 729

建設業 2,980

卸・小売業 2,606

運送業 767

その他 2,081

10.4

10.8

11.8

9.1

8.8

11.8

5.6

10.2

27.0

29.6

25.3

22.2

27.6

28.3

15.1

23.3

37.1

38.3

35.2

34.6

37.2

39.5

36.0

32.1

14.8

12.5

14.7

18.5

17.8

12.2

25.2

16.0

10.7

8.8

13.0

15.6

8.6

8.2

18.1

18.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て反映された（100%） 概ね反映された（99～81%） 一部反映された（80～41%）

あまり反映されなかった（40～1%） 反映されなかった（0%）
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５ー２．価格決定方法

⚫ 労務費の変動の価格反映状況について、全体では、「一部反映された」が3割弱と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「概ね反映された」「一部反映された」がそれぞれ
3.4ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、運送業以外は「概ね反映された」が2割強となっている。一方、運送業は1割強と低い。

各変動コストの反映状況【労務費の変動価格】

受注側 ②労務費の変動の価格反映状況について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 18,775

団体加入 1,638

団体非加入 17,137

8.8

6.3

9.0

20.8

23.9

20.5

29.9

33.0

29.6

21.0

20.1

21.1

19.5

16.8

19.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 18,775

製造業 7,832

サービス業 1,835

情報サービス業 721

建設業 2,853

卸・小売業 2,376

運送業 751

その他 1,965

8.8

8.6

10.6

9.4

7.9

9.4

4.9

9.6

20.8

20.7

21.9

21.6

23.4

21.5

12.6

19.8

29.9

29.3

29.2

32.7

32.7

32.1

29.2

25.5

21.0

20.6

19.4

18.2

22.3

19.7

30.2

20.6

19.5

20.9

19.0

18.0

13.8

17.3

23.0

24.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て反映された（100%） 概ね反映された（99～81%） 一部反映された（80～41%）

あまり反映されなかった（40～1%） 反映されなかった（0%）
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５ー２．価格決定方法

⚫ 原材料価格の変動の価格反映状況について、全体では、「一部反映された」が3割強と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「概ね反映された」が13.3ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業は「概ね反映された」 が3割強となっている。一方、運送業は1割半ばと低い。

各変動コストの反映状況【原材料価格の変動価格】

受注側 ③原材料価格の変動の価格反映状況について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 18,981

団体加入 1,640

団体非加入 17,341

12.9

15.0

12.7

27.9

40.1

26.8

32.1

32.6

32.0

14.5

8.5

15.0

12.7

3.8

13.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 18,981

製造業 8,081

サービス業 1,814

情報サービス業 541

建設業 2,860

卸・小売業 2,526

運送業 719

その他 1,976

12.9

15.5

11.4

10.9

10.4

12.5

6.3

10.6

27.9

31.2

25.1

18.3

27.6

30.2

14.3

24.1

32.1

31.7

31.4

24.8

33.7

36.2

30.6

28.4

14.5

11.8

16.6

18.1

17.4

11.5

25.7

16.5

12.7

9.8

15.4

27.9

10.8

9.5

23.1

20.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て反映された（100%） 概ね反映された（99～81%） 一部反映された（80～41%）

あまり反映されなかった（40～1%） 反映されなかった（0%）
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５ー２．価格決定方法

⚫ エネルギー価格の変動の価格反映状況について、全体では、「一部反映された」が3割弱と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「概ね反映された」が11.8ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業、卸・小売業は「概ね反映された」が2割半ばとなっている。一方、運送業は1割強と低い。

各変動コストの反映状況【エネルギー価格の変動価格】

受注側 ④エネルギー価格の変動の価格反映状況について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 18,531

団体加入 1,634

団体非加入 16,897

9.6

10.2

9.5

22.4

33.2

21.4

29.3

33.5

28.9

20.5

15.0

21.1

18.1

8.1

19.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 18,531

製造業 7,924

サービス業 1,763

情報サービス業 518

建設業 2,801

卸・小売業 2,415

運送業 732

その他 1,930

9.6

10.3

10.4

10.0

8.6

9.7

4.6

9.2

22.4

24.6

20.6

17.0

22.0

24.1

13.8

19.8

29.3

29.9

27.5

17.2

30.8

33.2

29.2

25.0

20.5

18.9

20.8

21.2

23.5

18.1

28.6

21.0

18.1

16.4

20.8

34.6

15.1

14.9

23.8

25.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て反映された（100%） 概ね反映された（99～81%） 一部反映された（80～41%）

あまり反映されなかった（40～1%） 反映されなかった（0%）
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５ー２．価格決定方法

⚫ 変動コストを2023年度の単価に反映できた理由について、全体では、「ニュース等の報道等から販売先が価格転嫁に
取り組む必要を感じたと思われるため」が5割弱と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「ニュース等の報道等から販売先が価格転嫁に取り
組む必要を感じたと思われるため」が11.0ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、卸・小売業、運送業は「ニュース等の報道等から販売先が価格転嫁に取り組む必要を感じたと思わ
れるため」が5割強となっている。一方、情報サービス業は4割弱とやや低い。

変動コストを2023年度の単価に反映できた理由

受注側 変動コストを2023年度の単価に反映できた理由について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [複数回答] 受注側

※回答について業種ごとにヒートマップにて表示。（「赤＝割合が高い」～「青＝割合が低い」となっている）

団体加入／団体非加入比較

ニュース等の

報道等から

販売先が価

格転嫁に取

り組む必要

を感じたと思

われるため

行政・業界

団体等から

販売先に要

請があったと

思われるた

め

販売先の同

業他社が仕

入先（発注

先）の価格

転嫁に応じ

ていると思わ

れるため

販売先の業

績が上がり

価格転嫁に

応じる余裕

が生まれたと

思われるた

め

販売先の経

営層が適正

取引に向け

て対応する

よう指示した

と思われるた

め

販売先の上

位の販売先

も価格転嫁

に応じてくれ

たと思われる

ため

販売先はこ

れまでも価

格転嫁に応

じていたため

その他（販

売先をとりま

く環境の変

化等）

定量的なエ

ビデンスに基

づいて交渉

したため（原

価計算・価

格変動状況

等）

競合他社の

値上げ動向

を踏まえて価

格交渉を申

し入れたため

価格改定に

応じなけれ

ば取引量の

減少や撤退

する旨の意

思表示をし

たため

自社の製

品・サービス

の品質等が

他社と差別

化出来てい

る旨の説明

があったため

下請代金支

払遅延等防

止法など、

販売先が遵

守すべき法

令・ルール等

を案内したた

め

その他（貴

社の行動要

因）

全体(N=15,009) 49.6 10.8 23.9 4.6 14.8 12.5 34.8 7.9 48.8 25.1 6.2 11.8 2.2 6.4

団体加入(N=1,459) 59.6 28.7 33.7 4.6 23.4 15.4 34.5 3.2 58.1 24.7 8.0 10.0 4.6 2.3

団体非加入(N=13,550) 48.6 8.9 22.8 4.6 13.9 12.2 34.8 8.4 47.8 25.2 6.0 11.9 2.0 6.8

7業種比較

ニュース等の

報道等から

販売先が価

格転嫁に取

り組む必要

を感じたと思

われるため

行政・業界

団体等から

販売先に要

請があったと

思われるた

め

販売先の同

業他社が仕

入先（発注

先）の価格

転嫁に応じ

ていると思わ

れるため

販売先の業

績が上がり

価格転嫁に

応じる余裕

が生まれたと

思われるた

め

販売先の経

営層が適正

取引に向け

て対応する

よう指示した

と思われるた

め

販売先の上

位の販売先

も価格転嫁

に応じてくれ

たと思われる

ため

販売先はこ

れまでも価

格転嫁に応

じていたため

その他（販

売先をとりま

く環境の変

化等）

定量的なエ

ビデンスに基

づいて交渉

したため（原

価計算・価

格変動状況

等）

競合他社の

値上げ動向

を踏まえて価

格交渉を申

し入れたため

価格改定に

応じなけれ

ば取引量の

減少や撤退

する旨の意

思表示をし

たため

自社の製

品・サービス

の品質等が

他社と差別

化出来てい

る旨の説明

があったため

下請代金支

払遅延等防

止法など、

販売先が遵

守すべき法

令・ルール等

を案内したた

め

その他（貴

社の行動要

因）

全体(N=15,009) 49.6 10.8 23.9 4.6 14.8 12.5 34.8 7.9 48.8 25.1 6.2 11.8 2.2 6.4

製造業(N=6,704) 50.8 13.0 25.7 4.9 18.3 14.0 34.0 7.1 54.8 23.4 7.1 10.5 2.9 5.3

サービス業(N=1,393) 48.0 8.1 18.7 5.0 11.3 9.9 32.4 9.7 42.7 24.3 5.5 14.4 2.0 7.5

情報サービス業(N=500) 37.6 8.4 17.8 7.4 11.8 14.4 45.4 6.4 40.2 26.0 5.6 21.4 1.2 6.8

建設業(N=2,194) 45.9 12.2 22.7 4.4 13.1 11.9 33.9 7.2 42.8 28.1 5.4 11.6 2.1 6.9

卸・小売業(N=2,078) 53.9 6.0 28.3 3.1 10.8 12.6 40.4 7.7 47.3 29.5 5.7 12.4 0.9 5.5

運送業(N=450) 53.1 13.8 22.0 5.1 20.2 10.9 30.9 6.7 44.4 26.2 10.0 12.9 2.7 5.8

その他(N=1,368) 48.0 8.5 18.2 3.6 10.3 8.7 33.4 10.7 45.2 21.2 4.2 10.9 1.5 10.9
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５ー２．価格決定方法

⚫ 変動コストを2023年度の単価に反映できなかった理由について、全体では、「販売先の取引先に自社と同業の他社
が多いため」が3割強と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「販売先の社内で値上げの承認が得られなかったと
思われるため」が8.9ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、運送業は「販売先の取引先に自社と同業の他社が多いため」が4割半ばとなっている。一方、製造業
は3割弱とやや低い。

変動コストを2023年度の単価に反映できなかった理由

受注側 変動コストを2023年度の単価に反映できなかった理由について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [複数回答] 受注側

※回答について業種ごとにヒートマップにて表示。（「赤＝割合が高い」～「青＝割合が低い」となっている）

団体加入／団体非加入比較

定量的なエビ

デンスを用意

できなかったた

め（原価計

算・価格変動

状況等）

販売先の業

績が悪化して

いると思われ

るため

販売先の社

内で値上げの

承認が得られ

なかったと思わ

れるため

仕入先からの

値上げが必

要な理由に

納得ができな

かったため

自社の販売

先からコスト

カットの指示

があったため

販売先の取

引先に自社と

同業の他社

が多いため

これまでも価

格転嫁に応じ

ていなかったた

め

その他

全体(N=7,316) 17.0 20.2 27.4 4.9 5.2 31.8 16.0 14.7

団体加入(N=524) 26.3 15.8 35.7 9.4 8.4 27.7 16.8 15.3

団体非加入(N=6,792) 16.3 20.6 26.8 4.6 5.0 32.2 15.9 14.7

7業種比較

定量的なエビ

デンスを用意

できなかったた

め（原価計

算・価格変動

状況等）

販売先の業

績が悪化して

いると思われ

るため

販売先の社

内で値上げの

承認が得られ

なかったと思わ

れるため

仕入先からの

値上げが必

要な理由に

納得ができな

かったため

自社の販売

先からコスト

カットの指示

があったため

販売先の取

引先に自社と

同業の他社

が多いため

これまでも価

格転嫁に応じ

ていなかったた

め

その他

全体(N=7,316) 17.0 20.2 27.4 4.9 5.2 31.8 16.0 14.7

製造業(N=2,937) 19.9 21.0 31.3 6.0 6.4 28.0 17.0 12.8

サービス業(N=728) 19.0 22.8 24.0 4.0 5.2 32.7 15.0 15.4

情報サービス業(N=303) 17.2 18.8 29.7 3.6 4.6 32.7 15.2 14.9

建設業(N=1,073) 13.5 17.1 28.1 5.2 4.9 40.6 13.7 9.3

卸・小売業(N=810) 18.1 20.5 24.2 4.2 4.4 31.5 12.8 18.3

運送業(N=399) 11.5 24.8 30.1 3.5 2.8 44.1 20.1 7.8

その他(N=877) 12.0 16.3 19.4 2.5 3.3 26.9 17.3 27.3
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５ー２．価格決定方法

⚫ 各費目のコスト全体に対する割合について、全体では、「労務費」が4割弱と最も高くなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「労務費」が10.2ポイント低い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「労務費」が7割強となっている。一方、卸・小売業は2割弱と低い。

各費目のコスト全体に対する割合

受注側 各費目のコスト全体に対する割合について（左：団体加入／非加入比較、右：7業種比較） [数値回答（平均値）] 受注側

全体

(N=16,118)

団体加入

(N=1,267)

団体非加入

(N=14,851)

全体

(N=16,118)

製造業

(N=7,328)

サービス業

(N=2,639)

情報サービス業

(N=1,004)

建設業

(N=1,613)

卸・小売業

(N=1,244)

運送業

(N=974)

その他

(N=1,295)

■
 

受
注
側

■
 

受
注
側

39.4%
30.0%

40.2% 39.4%
32.8%

52.5%

70.5%

43.8%

19.4%

39.2% 39.8%

32.8%

38.1%

32.4% 32.8%
38.4%

22.0%

12.1%

31.3%

59.2% 20.2%
25.2%

11.2%
13.7%

11.0% 11.2% 12.1% 9.2%

4.6%
10.5%

9.8%

21.9% 10.0%

16.5% 18.3% 16.4% 16.5% 16.7% 16.3% 12.8% 14.5% 11.6%
18.7%

25.1%

労務費 原材料価格 エネルギー価格 その他の費用
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５ー３．原価低減要請、協賛金等

⚫ 販売先から不合理な原価低減要請を受けた経験について、全体では、「受けたことがある」が1割未満、「受けたことが
ない」が9割強となった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「受けたことはない」が8.5ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、すべてにおいて「受けたことはない」が9割以上となっている。

受注側 販売先から不合理な原価低減要請を受けた経験について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 21,200

団体加入 1,631

団体非加入 19,569

6.3

14.1

5.6

93.7

85.9

94.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 21,200

製造業 8,657

サービス業 2,095

情報サービス業 865

建設業 3,114

卸・小売業 2,723

運送業 801

その他 2,374

6.3

7.4

5.3

3.6

7.2

5.5

4.5

3.9

93.7

92.6

94.7

96.4

92.8

94.5

95.5

96.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受けたことがある 受けたことはない

直近１年間における、販売先からの不合理な原価低減要請の実施状況
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５ー３．原価低減要請、協賛金等

⚫ 不合理な原価低減要請に際し、十分に協議し、納得のうえ合意したかについて、全体では、「要請に納得しないまま
合意した」が5割強と高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「要請に納得しないまま合意した」が13.7ポイント高
い。

⚫ 業種別にみると、運送業は「要請に納得しないまま合意した」が7割強となっている。一方、卸・小売業は5割弱と低い。

不合理な原価低減要請の書面での合意状況

受注側 不合理な原価低減要請に際し、十分に協議し、納得のうえ合意したか（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 1,272

団体加入 204

団体非加入 1,068

25.8

27.5

25.5

53.7

42.2

55.9

20.5

30.4

18.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 1,272

製造業 606

サービス業 107

情報サービス業 31

建設業 221

卸・小売業 140

運送業 36

その他 86

25.8

25.4

25.2

32.3

26.7

26.4

22.2

26.7

53.7

51.3

56.1

54.8

56.6

48.6

72.2

54.7

20.5

23.3

18.7

12.9

16.7

25.0

5.6

18.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要請に納得したうえで合意した 要請に納得しないまま合意した 要請に応じなかった
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５ー３．原価低減要請、協賛金等

⚫ 販売先から不当な金銭、役務等の利益提供要請を受けた経験について、全体では、「受けたことがある」が1割に満た
ず、「受けたことはない」がほぼ全ての企業となった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「受けたことがある」が3.8ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、「受けたことがない」がほぼ全ての企業となっている。

直近１年間における、販売先からの不当な金銭、役務等の利益提供要請の実施状況

受注側 販売先から不当な金銭、役務等の利益提供要請を受けた経験について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 21,127

団体加入 1,589

団体非加入 19,538

2.1

5.6

1.8

97.9

94.4

98.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 21,127

製造業 8,604

サービス業 2,103

情報サービス業 864

建設業 3,111

卸・小売業 2,720

運送業 802

その他 2,349

2.1

2.0

2.5

1.3

2.3

2.6

2.1

1.4

97.9

98.0

97.5

98.7

97.7

97.4

97.9

98.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

受けたことがある 受けたことはない
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５ー３．原価低減要請、協賛金等

⚫ 不当な利益提供要請に際し、十分に協議し、納得のうえ合意したかについて、全体では、「要請に納得しないまま合
意した」が6割弱と高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「要請に納得しないまま合意した」が7.1ポイント
高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「要請に納得しないまま合意した」が９割強となっている。一方、建設業は５割弱と
低い。

不当な金銭、役務等の利益提供要請の書面での合意状況

受注側 不当な利益提供要請に際し、十分に協議し、納得のうえ合意したか（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 406

団体加入 62

団体非加入 344

25.1

30.6

24.1

57.6

51.6

58.7

17.2

17.7

17.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 406

製造業 152

サービス業 51

情報サービス業 11

建設業 68

卸・小売業 63

運送業 17

その他 29

25.1

22.4

17.6

0.0

36.8

25.4

17.6

34.5

57.6

59.2

58.8

90.9

48.5

54.0

64.7

55.2

17.2

18.4

23.5

9.1

14.7

20.6

17.6

10.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要請に納得したうえで合意した 要請に納得しないまま合意した 要請に応じなかった
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５ー３．原価低減要請、協賛金等

⚫ 不合理な原価低減要請又は、利益提供要請を受ける状況の変化について、全体では、「横ばい」が6割強と
高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「減少した」が16.0ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業は「減少した」が4割弱となっている。一方、サービス業、情報サービス業は3割弱と低い。

受注側 不合理な原価低減要請又は、利益提供要請を受ける状況の変化について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 14,450

団体加入 1,489

団体非加入 12,961

1.9

2.1

1.8

63.3

48.7

64.9

34.9

49.2

33.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 14,450

製造業 6,190

サービス業 1,361

情報サービス業 484

建設業 2,218

卸・小売業 1,793

運送業 540

その他 1,507

1.9

1.9

2.1

2.1

1.8

1.1

1.7

2.3

63.3

58.6

68.7

70.9

63.4

63.7

65.7

72.4

34.9

39.5

29.2

27.1

34.8

35.1

32.6

25.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

増加した 横ばい 減少した

2016年以前と比較した、不合理な原価低減要請等の要請を受ける状況の変化
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５ー４．支払い条件

⚫ 下請代金を手形等で受け取っている場合の割合について、全体では、「全て現金払い」が7割と高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「全て現金払い」が24.1ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「全て現金払い」が9割半ばとなっている。一方、製造業は6割弱と低い。

下請代金を手形等で受け取っている割合

受注側 下請代金を手形等で受け取っている場合の割合について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 21,041

団体加入 1,627

団体非加入 19,414

70.0

47.8

71.9

8.1

12.4

7.7

5.7

11.9

5.2

4.6

8.8

4.2

5.8

11.7

5.3

5.8

7.4

5.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 21,041

製造業 8,645

サービス業 2,071

情報サービス業 852

建設業 3,157

卸・小売業 2,635

運送業 803

その他 2,299

70.0

58.2

82.7

95.8

71.4

73.1

81.7

84.8

8.1

8.8

7.7

1.8

8.7

8.5

8.8

5.6

5.7

7.7

3.2

0.6

6.2

4.9

3.4

2.7

4.6

6.1

2.2

0.5

6.4

3.3

2.2

2.2

5.8

8.9

2.3

0.6

5.7

4.5

1.6

2.2

5.8

10.3

1.9

0.8

1.5

5.8

2.2

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て現金払い（0％） 10％未満 10～30％未満 30～50％未満 50％以上 全て手形等の支払い
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５ー４．支払い条件

⚫ 下請け代金の受け取り方法、現在の方法から変更の希望について、全体では、「変更を希望しない」が3割半ばと高か
った。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「サイト・現金への変更ともに変更を希望する」が
19.9ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「変更を希望しない」が5割弱となっている。一方、運送業は3割強と低い。

下請代金を受け取る方法の変更希望

受注側 下請け代金の受け取り方法、現在の方法から変更の希望について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 5,317

団体加入 764

団体非加入 4,553

27.5

44.6

24.7

6.6

9.0

6.2

30.3

26.7

30.9

35.5

19.6

38.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,317

製造業 3,079

サービス業 292

情報サービス業 29

建設業 785

卸・小売業 584

運送業 118

その他 294

27.5

28.6

21.9

24.1

25.6

30.7

25.4

24.1

6.6

6.9

7.2

6.9

6.6

6.5

2.5

4.4

30.3

30.5

28.4

20.7

33.5

25.0

39.0

25.5

35.5

34.0

42.5

48.3

34.3

37.8

33.1

45.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サイト・現金への変更ともに変更を希望する サイトの変更のみ希望する 現金への変更のみ希望する 変更を希望しない
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５ー４．支払い条件

⚫ 下請代金を手形等で受け取っている場合の手形等のサイトについて、全体では、「120日（4ヶ月）以内」が3割半ば
と高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「60日（2ヶ月）以内」が4.0ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業、卸・小売業は「90日(3ヶ月)以内」が4割強となっている。一方、製造業は3割強と
やや低い。

手形等のサイト

受注側 下請代金を手形等で受け取っている場合の手形等のサイトについて（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 5,118

団体加入 744

団体非加入 4,374

4.1

2.3

4.4

14.1

17.5

13.5

35.2

36.8

35.0

36.9

35.3

37.2

9.7

8.1

9.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,118

製造業 2,983

サービス業 283

情報サービス業 29

建設業 733

卸・小売業 584

運送業 102

その他 272

4.1

3.5

8.8

6.9

3.4

4.1

8.8

5.1

14.1

12.8

18.0

24.1

14.9

16.1

12.7

16.2

35.2

32.8

38.5

41.4

39.6

41.6

35.3

31.6

36.9

40.8

26.5

20.7

34.4

28.3

29.4

37.9

9.7

10.1

8.1

6.9

7.8

9.9

13.7

9.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

30日(1ヶ月)以内 60日(2ヶ月)以内 90日(3ヶ月)以内 120日(4ヶ月)以内 120日(4ヶ月)超
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５ー４．支払い条件

⚫ 下請け代金の受け取り方法を手形等から現金へ変更するための協議について、全体では、「自社から申し出を行ったが
協議に応じてくれなかった」が4割強と高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「販売先から申し出があり協議を行った」が6.7ポイ
ント高い。

⚫ 業種別にみると、運送業は「自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった」が5割半ばとなっている。一方、情報
サービス業、卸・小売業は3割半ばとやや低い。

受注側 下請け代金の受け取り方法を手形等から現金へ変更するための協議について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 1,058

団体加入 251

団体非加入 807

30.2

25.1

31.8

27.2

33.5

25.3

42.5

41.4

42.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 1,058

製造業 737

サービス業 62

情報サービス業 11

建設業 87

卸・小売業 90

運送業 37

その他 27

30.2

29.6

38.7

63.6

27.6

33.3

8.1

44.4

27.2

28.4

12.9

0.0

25.3

30.0

37.8

25.9

42.5

42.1

48.4

36.4

47.1

36.7

54.1

29.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

販売先から申し出があり協議を行った 自社から申し出を行い協議に応じてくれた 自社から申し出を行ったが協議に応じてくれなかった

直近１年間における、下請代金の受け取り方法を現金へ変更する協議状況
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５ー４．支払い条件

⚫ 2026年約束手形利用廃止に向けた取組の促進が閣議決定された事について、全体では、「知っている」が5割半ば、
「知らなかった」が4割半ばとなった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「知っている」が24.3ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、製造業は「知っている」が6割弱となっている。一方、サービス業は4割弱と低い。

約束手形利用廃止への取組が閣議決定されている事の認知度

受注側 2026年約束手形利用廃止に向けた取組の促進が閣議決定された事について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 5,393

団体加入 767

団体非加入 4,626

54.5

75.4

51.1

45.5

24.6

48.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 5,393

製造業 3,138

サービス業 300

情報サービス業 28

建設業 776

卸・小売業 605

運送業 110

その他 299

54.5

57.1

39.7

42.9

51.3

56.5

43.6

51.5

45.5

42.9

60.3

57.1

48.7

43.5

56.4

48.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

知っている 知らなかった
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５ー５．知的財産等への対応

⚫ 知的財産権の取得、秘密保持契約による営業秘密化等の管理保護状況について、全体では、「未実施」が5割強と
高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「実施中」が18.5ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「実施中」が7割強となっている。一方、建設業は2割強と低い。

知的財産・ノウハウの保護状況

受注側 知的財産権の取得、秘密保持契約による営業秘密化等の管理保護について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 10,995

団体加入 1,271

団体非加入 9,724

41.3

57.7

39.2

5.9

6.8

5.8

52.8

35.6

55.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 10,995

製造業 5,256

サービス業 1,700

情報サービス業 890

建設業 886

卸・小売業 841

運送業 493

その他 899

41.3

40.2

44.2

71.9

23.4

37.8

35.7

36.4

5.9

6.0

5.8

3.4

7.8

6.4

7.3

4.4

52.8

53.8

50.0

24.7

68.8

55.8

57.0

59.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施中 実施予定 未実施
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５ー５．知的財産等への対応

⚫ 営業秘密化等の管理保護を実施していない理由について、全体では、「実施する必要性を感じないため」が7割強と
高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「実施する必要性を感じないため」が7.9ポイント
高い。

⚫ 業種別にみると、すべての業種において「実施する必要性を感じないため」が7割前後となっている。

知的財産・ノウハウの保護を実施していない理由について

受注側 「実施していない」理由について（左：団体加入／非加入比較、右：7業種比較） [複数回答] 受注側

％

実施する必要性を

感じないため

販売先に定型の契約書書式

がある等の理由から販売先

が協議に応じてくれないため

知的財産取引に関するガイド

ライン・契約書のひな形に

ついて知らなかったため

その他

70.5

2.5

20.8

8.8

63.3

4.6

26.0

10.5

71.2

2.4

20.4

8.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全体(N=6,292) 団体加入(N=523)
団体非加入(N=5,769)

％

実施する必要性を

感じないため

販売先に定型の契約書書式

がある等の理由から販売先

が協議に応じてくれないため

知的財産取引に関するガイド

ライン・契約書のひな形に

ついて知らなかったため

その他

70.5

2.5

20.8

8.8

70.6

2.4

19.9

9.6

67.4

2.4

23.7

9.4

70.1

4.3

16.5

12.2

69.1

2.1

24.4

7.4

71.7

2.1

22.0

7.4

71.4

5.3

20.4

6.3

73.5

2.4

17.2

8.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

全体(N=6,292) 製造業(N=2,673)

サービス業(N=577) 情報サービス業(N=164)

建設業(N=997) 卸・小売業(N=861)

運送業(N=206) その他(N=633)
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５ー５．知的財産等への対応

⚫ 知的財産権等の取引において販売先から受けたことのある行為について、全体では、「特になし」が9割半ばと
高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「特になし」が4.8ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、すべての業種において「特になし」が9割半ばとなっている。

知的財産権等の取引において販売先から受けた行為

受注側 知的財産権等の取引において販売先から受けたことのある行為について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [複数回答] 受注側

※回答について業種ごとにヒートマップにて表示。（「赤＝割合が高い」～「青＝割合が低い」となっている）

団体加入／団体非加入比較

特になし 知的財産の

無断使用

知的財産の

対価の否定

販売先に一

方的に有利

な内容の契

約

不当な知財

の帰属

知的財産の

流出

知的財産の

提供の強制

左記以外の

行為

全体(N=20,734) 96.7 1.2 0.5 0.9 0.4 0.8 0.8 0.4

団体加入(N=1,575) 92.3 2.5 1.8 1.8 1.8 1.2 2.5 1.4

団体非加入(N=19,159) 97.1 1.1 0.4 0.8 0.3 0.8 0.7 0.3

7業種比較

特になし 知的財産の

無断使用

知的財産の

対価の否定

販売先に一

方的に有利

な内容の契

約

不当な知財

の帰属

知的財産の

流出

知的財産の

提供の強制

左記以外の

行為

全体(N=20,734) 96.7 1.2 0.5 0.9 0.4 0.8 0.8 0.4

製造業(N=8,349) 96.2 1.4 0.6 0.8 0.4 0.9 1.0 0.6

サービス業(N=2,081) 95.8 1.3 0.9 1.6 0.9 1.0 1.1 0.5

情報サービス業(N=866) 96.8 0.5 0.2 1.5 0.5 0.8 0.8 0.1

建設業(N=3,013) 97.6 1.1 0.2 0.5 0.2 1.0 0.5 0.1

卸・小売業(N=2,648) 97.1 1.4 0.5 0.7 0.2 0.6 0.5 0.3

運送業(N=788) 98.9 0.3 0.1 0.8 0.1 0.1 0.0 0.0

その他(N=2,332) 97.2 0.9 0.5 0.9 0.4 0.5 0.7 0.3
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５ー６．働き方改革への対応

⚫ 販売先が実施した働き方改革に関する対応の結果、受けた影響について、全体では、「特に影響はない」が8割強と高
かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「短納期での発注の増加」が6.6ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、卸・小売業は「特に影響はない」が9割弱となっている。一方、建設業は8割弱とやや低い。

受注側 販売先が実施した働き方改革に関する対応の結果、受けた影響について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [複数回答] 受注側

※回答について業種ごとにヒートマップにて表示。（「赤＝割合が高い」～「青＝割合が低い」となっている）

団体加入／団体非加入比較

特に影響はな

い

急な仕様変

更への対応の

増加

短納期での

発注の増加

検収の遅れ 支払決済処

理のズレによ

る入金の遅れ

従業員派遣

を要請

発注業務の

拡大・営業時

間の延長

祝休日出勤

の増加

その他

全体(N=22,353) 83.3 5.5 7.5 2.4 1.2 1.1 2.3 3.9 1.6

団体加入(N=1,632) 78.9 7.2 13.7 3.9 1.4 1.2 2.8 3.2 1.4

団体非加入(N=20,721) 83.6 5.4 7.1 2.2 1.2 1.1 2.3 4.0 1.6

7業種比較

特に影響はな

い

急な仕様変

更への対応の

増加

短納期での

発注の増加

検収の遅れ 支払決済処

理のズレによ

る入金の遅れ

従業員派遣

を要請

発注業務の

拡大・営業時

間の延長

祝休日出勤

の増加

その他

全体(N=22,353) 83.3 5.5 7.5 2.4 1.2 1.1 2.3 3.9 1.6

製造業(N=8,911) 81.8 5.8 11.0 2.6 1.0 1.1 2.1 3.5 1.2

サービス業(N=2,234) 84.4 5.8 5.4 2.7 1.8 1.6 3.0 4.2 1.2

情報サービス業(N=908) 86.8 4.4 3.3 3.3 1.0 1.5 2.0 3.2 1.8

建設業(N=3,279) 79.5 6.8 7.5 2.2 2.0 1.3 2.6 6.1 2.1

卸・小売業(N=2,823) 87.3 3.8 5.5 2.4 1.0 1.0 1.9 2.8 1.6

運送業(N=865) 80.7 8.0 2.7 2.1 0.1 1.7 5.2 5.8 2.7

その他(N=2,568) 87.1 4.5 3.4 1.5 0.9 0.7 1.9 3.3 2.1

直近１年間における、販売先が実施した働き方改革に関する対応で受けた影響
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５ー６．働き方改革への対応

⚫ 短納期発注や急な仕様変更で適正なコストを販売先が負担したかについて、全体では、「販売先は負担しなかった」が
3割半ばと高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「販売先は負担しなかった」が17.0ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「全て販売先が負担してくれた」が4割強となっている。一方、運送業、建設業は2
割強となっている。

直近１年間における、短納期発注や急な仕様変更などのコスト負担状況

受注側 短納期発注や急な仕様変更で適正なコストを販売先が負担したかについて（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 13,425

団体加入 1,014

団体非加入 12,411

25.1

22.4

25.3

12.8

20.9

12.2

14.1

18.7

13.7

12.2

17.9

11.7

35.8

20.1

37.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 13,425

製造業 5,751

サービス業 1,294

情報サービス業 517

建設業 2,167

卸・小売業 1,558

運送業 516

その他 1,312

25.1

25.4

26.3

42.2

21.0

25.5

20.2

25.3

12.8

13.9

11.7

14.3

14.6

9.8

9.5

11.0

14.1

14.6

13.6

9.7

17.2

11.2

14.7

11.8

12.2

12.1

10.4

9.7

13.8

11.4

13.8

11.7

35.8

33.9

37.9

24.2

33.4

42.1

41.9

40.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て販売先が負担してくれた（100%） 多くを販売先が負担してくれた（99～81%） 一部を販売先が負担してくれた（80～41%）

販売先はあまり負担しなかった（40～1%） 販売先は負担しなかった（0%）
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５ー７．型取引の適正化

⚫ 型取引に関する書面等による取引条件の明確化について、全体では、「実施されなかった」が3割強と高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「全て実施された」が6.0ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「全て実施された」が4割半ばとなっている。一方、運送業は1割半ばと低い。

受注側 書面等による取引条件の明確化について（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 10,210

団体加入 899

団体非加入 9,311

23.1

17.6

23.6

18.8

22.2

18.5

14.6

17.9

14.3

12.8

15.0

12.6

30.7

27.3

31.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 10,210

製造業 4,486

サービス業 909

情報サービス業 260

建設業 1,650

卸・小売業 1,211

運送業 370

その他 1,041

23.1

23.8

23.9

46.9

19.8

19.4

16.8

25.7

18.8

18.9

18.6

17.7

21.8

18.4

16.2

15.2

14.6

14.8

12.8

9.6

16.6

14.5

18.1

12.0

12.8

13.6

11.6

7.3

13.2

12.7

17.6

9.4

30.7

28.9

33.2

18.5

28.6

34.9

31.4

37.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て実施された（100%） 概ね実施された（99～81%） 一部実施された（80～41%）

あまり実施されなかった（40～1%） 実施されなかった（0%）

直近１年間における型管理の取組実施状況【書面等による取引条件の明確化】
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５ー７．型取引の適正化

⚫ 型代金又は型製作費の早期の支払いについて、全体では、「実施されなかった」が3割半ばと高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体非加入は団体加入に比べ、「実施されなかった」が10.8ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「全て実施された」が3割半ばとなっている。一方、建設業、運送業は2割弱と
低い。

受注側 型代金又は型製作費の早期の支払いについて（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 9,012

団体加入 885

団体非加入 8,127

26.0

23.3

26.3

17.6

24.6

16.8

10.9

16.3

10.3

10.5

10.5

10.5

35.0

25.3

36.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 9,012

製造業 4,154

サービス業 770

情報サービス業 176

建設業 1,423

卸・小売業 1,075

運送業 298

その他 863

26.0

30.9

21.4

34.1

18.1

24.4

19.1

23.1

17.6

19.7

17.1

11.9

18.1

16.4

11.4

11.9

10.9

10.6

10.0

9.1

14.2

8.7

12.1

10.1

10.5

9.9

9.6

6.3

13.5

10.0

14.4

8.3

35.0

29.0

41.8

38.6

36.1

40.6

43.0

46.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て実施された（100%） 概ね実施された（99～81%） 一部実施された（80～41%）

あまり実施されなかった（40～1%） 実施されなかった（0%）

直近１年間における型管理の取組実施状況【代金や製作費の早期支払】
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５ー７．型取引の適正化

⚫ 量産終了後の型の保管費用の支払いについて、全体では、「実施されなかった」が5割弱と高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「一部実施された」が8.4ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「全て実施された」が3割強となっている。一方、建設業、運送業は1割半ばと
低い。

受注側 量産終了後の型の保管費用の支払いについて（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側

N=

全体 8,588

団体加入 856

団体非加入 7,732

17.8

12.4

18.4

12.6

12.9

12.5

9.0

16.6

8.2

12.2

13.9

12.0

48.4

44.3

48.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=

全体 8,588

製造業 4,030

サービス業 723

情報サービス業 157

建設業 1,333

卸・小売業 1,021

運送業 277

その他 808

17.8

17.9

20.3

30.6

16.3

17.0

14.4

17.7

12.6

12.5

12.9

10.8

15.9

11.2

7.6

10.0

9.0

9.1

6.5

8.9

11.1

7.1

12.6

8.5

12.2

12.4

10.0

5.7

14.5

10.9

15.9

9.4

48.4

48.1

50.3

43.9

42.2

53.9

49.5

54.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全て実施された（100%） 概ね実施された（99～81%） 一部実施された（80～41%）

あまり実施されなかった（40～1%） 実施されなかった（0%）

直近１年間における型管理の取組実施状況【量産終了後の型保管費の支払】
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５ー７．型取引の適正化

⚫ 不要な型の廃棄費用の支払いについて、全体では、「実施されなかった」が5割弱と高かった。

⚫ 団体加入／非加入別にみると、団体加入は団体非加入に比べ、「一部実施された」が6.1ポイント高い。

⚫ 業種別にみると、情報サービス業は「全て実施された」が3割強となっている。一方、建設業、卸・小売業、運送業は1
割半ばと低い。

受注側 不要な型の廃棄費用の支払いについて（上：団体加入／非加入比較、下：7業種比較） [単一回答] 受注側
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全て実施された（100%） 概ね実施された（99～81%） 一部実施された（80～41%）

あまり実施されなかった（40～1%） 実施されなかった（0%）

直近１年間における型管理の取組実施状況【不要な型の廃棄費用の支払】
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